
新年度事業ヒアリングシート 

（令和２年度予算版） 
 

市では毎年、新年度予算編成にあたり、事業ヒアリングを実施しています。これは各所管の目標、課題を明らかにする

ためのものです。「瑞穂市まちづくり基本条例」に基づき、情報の共有を図り、予算編成過程を明らかにするため、事

業ヒアリングシートを公開します。 

 

＜注意事項＞ 

※公開するシートは、新規事業や規模が拡大する事業など、関心が高いと推測される事業や特色ある事業と思われるものを抽出してあります。 

※予算査定前につき、各シートの事業が、必ずしも新年度予算に反映されるものではないことにご留意ください。 

※事業全体予算については、シートに記載の４か年の事業予算合計を記載しておりますが、長期にわたる事業の場合で全体予算が明らかであるものにつ

いては全体予算を記載しております。 

＜評価の区分について＞ 

令和元年度（平成３１年度）に実施した事業については、以下の基準に基づき評価を行っています。 
 

  ② 計画性について ②公益性について ③事業時期(緊急性)について ④合理性(効串性)にっいて ⑤将来性について 

A 計画どおり進めることができた。 公益となった。 迅速に行うことができた。 大変合理的であった。 将来を見据えて行うことができた。 

B ほぼ計画どおり進めることができた。 ほぼ公益となった。 ほぼ予定どおり行うことができた。 ほぼ合理的であった, ほほ将来を見据えて行うことができた。 

C どちらかというと計画どおり進めることができた。 どちらかというと公益となった。 遅れたが行うことができた。 どちらかというと合理的であった。 どちらかというと将来を見据えて行うことができた。 

D 計画どおり進められなかった。 公益とはならなかった。 予定どおり行えなかった。 合理的でなかった。 将来を見据えて行うことができなかった。 

 

瑞 穂 市 
総務部財務情報課 

令和元年１２月 



 



ページ 事　　業　　名 事業費（百万円） 部名 課名
P.1 総合戦略・総合計画の進行管理について 7.7
P.2 ＪＲ穂積駅圏域拠点化構想推進事業（ソフト） 22.5
P.3 民間施設等を活用した地域活性化拠点創出事業 2.5
P.4 SNSによる情報発信（絵になる街プロジェクト） 0.0
P.5 平和祈念事業について 0.7
P.6 校区自治会連合会組織の設立等支援について 32.9
P.7 地域拠点施設整備支援事業（自治会活動振興交付金等） 5.0
P.8 防災行政無線デジタル化の更新 99.0
P.9 飲料水兼用耐震性貯水槽の整備 5.5
P.10 消防団詰所建設・消防車両更新 6.5
P.11 国土強靭化地域計画の策定について 0.0
P.12 庁舎整備事業 0.0 総務部 財務情報課
P.13 福祉医療費助成事業 690.0
P.14 脳ドック助成事業 0.8
P.15 日本一健康な歯「９０２０」の実現 0.5
P.16 障がい者の社会参加の促進支援センター（グループホーム等）の整備 0.0
P.17 障害者差別解消法の啓発・広報事業 0.1
P.18 ひとり親家庭等の子どもへの学習支援及び居場所づくり支援事業 5.5
P.19 生活困窮者自立支援事業（任意事業） 7.0
P.20 高齢者タクシー利用助成 5.9
P.21 自動車急発進防止装置整備費補助事業 10.0
P.22 認知症総合支援事業 17.1
P.23 認知症高齢者個人賠償責任保険事業 33.0
P.24 介護予防・日常生活支援総合事業 31.3
P.25 生活支援体制整備事業 16.0
P.26 第２次地域福祉計画策定事業 3.0
P.27 ねんりんピック岐阜2020瑞穂市開催事業 27.3
P.28 ３歳児親子運動教室 0.1
P.29 清流の国ぎふ　健康ポイント事業の拡充 0.4

目　　　次

企画部

総合政策課

市民協働安全課

市民部 医療保険課

健康福祉部

福祉生活課

地域福祉高齢課

健康推進課



ページ 事　　業　　名 事業費（百万円） 部名 課名

目　　　次

P.30 牛牧排水機場整備事業 131.0
P.31 水路施設整備事業（古橋地区冠水対策） 70.0
P.32 十九条・牛牧地内遊水池整備事業 50.0
P.33 社会資本整備総合交付金事業（（仮称）柳一色歩道橋） 146.0
P.34 危険ブロック塀撤去一部補助 6.0
P.35 水路転落防止柵の設置について 43.2
P.36 区画線等設置事業 49.0
P.37 都市公園防犯カメラ設置事業 3.1
P.38 橋梁長寿命化修繕事業 19.4
P.39 ＪＲ穂積駅圏域拠点化構想推進事業（基盤整備） 175.0 穂積駅圏域拠点整備課

P.40 美江寺宿・中山道の地域資源の活用・ＰＲ事業 2.7
P.41 循環型地域振興券の発行 0.0
P.42 浄化槽設置整備事業 112.8
P.43 もとす広域連合衛生施設整備基金積立負担金 14.2
P.44 瑞穂市公共下水道（瑞穂処理区）事業 100.0 下水道課
P.45 放課後児童ｸﾗﾌﾞ等防犯カメラ設置事業 5.0
P.46 学校等施設長寿命化計画策定事業 17.0
P.47 公私連携型保育所事業 9.6
P.48 穂積中学校グラウンド整備事業 4.0
P.49 学校給食費の助成事業 43.2 給食センター
P.50 ＡＬＴ派遣事業 45.2
P.51 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）推進事業 1.2
P.52 スクールロイヤー（学校内弁護士）活用事業 0.4
P.53 放課後児童スクールの創設(民間活用）（放課後児童クラブの民間事業者による新設） 6.9
P.54 待機児童解消に向けた取り組み（放課後児童クラブ送り届け支援） 3.0
P.55 市史編纂事業 6.0
P.56 多目的広場の整備 298.9

環境水道部
環境課

教育委員会事
務局

教育総務課

学校教育課

幼児支援課

生涯学習課

都市整備部

都市開発課

都市管理課

商工農政観光課



事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算

総合戦略・総合計画の進行管理について 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

7,651 千円

主な事業名 瑞穂市第２次総合計画推進事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 7 年度 25,095 千円総合政策課
施　策　名 共通目標①　（１）総合計画の進行管理

平成 28 年度

⑤将来性について

説
明

　瑞穂市総合計画策定条例に基づき市
の最上位計画として策定し、これに即し
て市政を運営する。
・総合計画はH28～R7の10年計画
・総合戦略はR2～R6の5年計画

総合計画、総合戦略共にKPIに基づ
くPDCAサイクルを行うこととなって
おり、その事業が目標に対し有効で
あったか検証し、次年度以降での
事業に反映する必要がある。

KPI評価は毎年行うこととなってお
り、特に国の交付金を受けて実施
する総合戦略事業は、毎年評価の
報告が必要である。

PDCAサイクルを行うことにより事業
の無駄が無くなり、また審議会によ
る評価により市民の参画を図ること
ができる。

計画期間中はPDCAサイクルを繰り
返し実施する。

事業全体概要 R２年度事業詳細
　第２次総合計画、まち・ひと・しごと創生総合戦略ともにＫＰＩ（目標指標）を設定し、毎年度ＰＤＣ
Ａサイクルにより評価を行うこととなっている。
　総合戦略の評価にあたっては、産官学金労言の関係者による評価が国より求められており、
瑞穂市においては総合計画等評価審議会を組織し評価を行っている。
　総合計画の実施計画は、上記の評価などをもとにローリングを毎年実施する。
　また、本市を取り巻く社会の変化に対応するため、国が推進している持続可能な開発目標（Ｓ
ＤＧｓ）を意識しながら、計画の進捗状況の検証と見直しを行う。

〇総合計画等評価審議会の運営　　　336千円
〇ＫＰＩ取得のためのアンケートの実施　770千円
〇総合計画実施計画のローリング
〇後期計画策定　　　　　　　　　　　　　6,545千円
　　・後期基本計画検討プロジェクトチーム
　　・政策審議会（部長会議）
　　・パブリックコメント　　　・議決

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

今年度と同様の会議の運営方法に
より、継続的にＰＤＣＡサイクルを実
施する。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 重点施策の事業評価が一通り完了したため、次回評価審議会で
の評価対象を何にするか。
後期計画策定に向けた準備。

30
実
績

・総合計画等評価審議会の運営
・総合計画、総合戦略事業（H29）PDCA
・アンケートの実施

決
算

809
千
円

809

目標の設定

31

評
価

A A A A A
R1年度は、H30年度の総合計画の
重点施策事業、及びH30年度の総
合戦略事業の評価を行った。

産官学金労言による評価に基づ
き、来年度に向け、各事業の改善を
実施する。

国の求めるスケジュールに合わせ、
総合戦略のR1実績について、有識
者による評価をしていただけた。

有識者による評価をいただくことで、行
政視点に限らない、幅広い視点での事
業チェックができた。次年度に向け、より
効率的で効果的な事業へ転換を目指
す。

計
画

・総合計画等評価審議会の運営
・総合計画、総合戦略事業（H30）PDCA
・アンケートの実施　・総合戦略改定

決
算
見
込

5,105
千
円

5,105
総合計画のKPIにおいて総合計画の進捗度を定めている。
総合計画進捗度　2020年度　60％
　　　　　　　　　　　　2025年度　90％

7,651 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

1,1063
計
画

・総合計画等評価審議会の運営
・総合計画、総合戦略事業（R2）PDCA
・アンケートの実施

概
算

1,106
千
円

2
計
画

・総合計画等評価審議会の運営
・総合計画、総合戦略事業（H31）PDCA
・アンケートの実施　・後期計画策定

概
算

7,651
千
円

-1-



第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業

駅前商店街活性化事業【創】

所　　属

総合政策課
施　策　名

主な事業名

基本目標２①　（２）駅周辺の活性化
千円

R2度事業予算事業全体予算

千円 22,500

実　施　期　間

平成

事業ヒアリングシート

～年度28

評価対象事業名 区　　　　分

年度3令和

ＪＲ穂積駅圏域拠点化構想推進事業（ソフト） 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R2年度事業詳細
　平成２８年度に地方創生加速化交付金で「ＪＲ穂積駅圏域拠点化構想推進事業」を策定。平成２９年度か
らは地方創生推進交付金を活用し、ＪＲ穂積駅（以下「穂積駅」という。）の拠点化を進めている。
　構想に位置づけられた事業の推進及び穂積駅周辺の活性化を図るため、駅周辺のエリアマネジメントを
協議、実施していく組織を検討し、駅周辺の地域や駅利用者が自律的に、穂積駅周辺の利便性やにぎわい
を考え、展開できることを目標とするとともに、地方創生に基づく事業として、穂積駅周辺の利便性の向上と
賑わいの創出を検討していく。また、ハード整備を担当する「穂積駅圏域拠点化整備課」と連携を図り、ソフト
とハードの両輪で事業を推進する。

　令和２年度の「地方創生推進交付金」の採択（４年目）を念頭におき、平成２８年度に策定した「ＪＲ穂積駅
圏域拠点化構想」を推進する。令和２年度も平成３１年度からの事業の深化を図る。①駅周辺の地域おこし
組織（エリアマネジメント協議会）の活動推進の支援、②構想に基づく穂積駅の「利便性の向上」と「賑わい
の創出」。このため、継続的な事業として、構想からの各種の計画の詳細化の検討や、地方創生の一環とし
ての各種のイベントによる活性化を行う。また、JR穂積駅周辺を圏域15万人に向けて市の特産品をPRする
場として捉え、ほづみ夜市などの既存イベントと連携し富有柿の販売やあじさい市（仮称）を実施する。
・構想推進業務委託22,500千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

平成２９年度より実施している事業を実質的に継続し
ていくためのものであり、「まち・ひと・しごと総合戦略
（以下「戦略」という。）」にも位置づけられており、地方
創生推進交付金で計画を申請した平成３３年度まで、
地方創生の仕組みの中で検討していく。平成３１年度
も昨年度の事業を深化していく段階である。

穂積駅は市の玄関口として、ＪＲの利便性により、市の
人口増にも寄与している重要な拠点である。
穂積駅周辺の利便向上、活性化により、より多くの人
が集まるようにすることは、市全体の魅力をＵＰし、将
来に向かって市の活力を維持することにつながり、公
益性は高いものである。

戦略に位置づけられていることもあり、平成３１年度の
地方創生の枠組みの間、実施を検討していくべき事業
であり、現状においても、駅周辺の空洞化が進んでい
るため、構想の推進を図っていくことが必要であり、事
業時期としては適切と考える。

地方創生推進交付金を利用する限りにおいて、市で
単独実施することに比べ、一定の効率性はあると推測
される。
　また、継続的に構想の実践に入ることは、合理性も
伴っている。

平成２９年度から検討している「まちづくり計画」は将
来の駅周辺の整備計画に繋がる面があり、将来性が
ある。また②公益性に記載のとおり、駅の魅力を向上
することは、将来に向かって、市の活力を維持するた
めに重要である。

評
価

A A A A A
構想策定の際に併せて策定したロードマップに基づ
き、「まちづくり計画」の精査を進め、市での事業化に
向けての組織変更が行われた。

公益性として、市の魅力向上、市の活力維持と穂積駅
の魅力の向上は、比例関係であると考えられ、ほづみ
夜市の開催により、活力・魅力の向上を図った。空き
店舗利活用事業等の企画は、駅前での経済的な実験
であり、駅周辺に興味を寄せる市民も出てきている。
ワイワイ会議による市民参画も続けている。

駅周辺は廃業店舗が散見され、今後、空洞化が加速
する懸念もあり、事業時期としては適切若しくは遅れて
いること、また圏域の拠点として周辺市町からも期待さ
れていることから、引き続き重点的に検討を進めるべ
きと考えられる。

構想のロードマップは、防犯、地域活性化のソフト面か
ら街路灯改善のハード面など複合的なものであり、穂
積駅周辺をソフト・ハードの面を一体として取り組んで
いることに効率性がある。策定をすすめている「まちづ
くり計画」は市の駅前整備につながる面があり合理性
も有する。

公益性に記載のとおり、市の将来に向かって必要、か
つ、経年を要する事業であるため、構想推進のため
「まちづくり計画」策定を進めており、将来的に穂積駅
で人がつながる場の基礎として、毎週の意見交換会を
実施しており、事業継続するための下地作りを行って
いる。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 　穂積駅周辺の活性化は市全体のためにも必要である。現在地方創生の事業の一環として実施し
ており、交付金の裏づけをもって事業化されているが、戦略期間中に実施できることは限られてい
る。効果や構想ビジョンの達成には時間を要する事業であり、ハード整備を担当する穂積駅圏域拠
点整備課と連携をはかり、ソフトとハードの両輪で進めていく必要がある。

30
実
績

①まちづくり計画の策定
②空きスペース利用等活性化事業の実施
③マップ作成等魅力・情報発信事業の実施

決
算

22,713
千
円

9,950 12,763

目標の設定

31
計
画

①駅周辺エリアを検討する組織の立ち上げ
②構想の実践について検討と実施できるものの実践
③イベントその他穂積駅周辺の賑わいの創出

決
算
見
込

22,888
千
円

9,900 12,988
駅周辺でのエリアマネジメント体制の構築（民間団体組織を設立、活動推進）
「総合計画のKPI」　…　駅利用者の満足度・・・計画設定時から+5％

9,8002
計
画

①駅周辺エリアを検討する組織の活動支援
②構想の実践について検討と実施できるものの実践
③イベントその他穂積駅周辺の賑わいの創出

概
算

22,500
千
円

12,700 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

引き続き、地方創生の枠組み内で、構想に基づく「賑わいの創出」を検討する
とともに、駅周辺でのエリアマネジメント体制を推進する。

概
算

22,500
千
円

9,650 12,850

-2-



事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算

民間施設等を活用した地域活性化拠点創出事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

2,500 千円

主な事業名 民間施設等を活用した地域活性化拠点創出事業【創】

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度 - 千円総合政策課
施　策　名 基本目標５③　（１）新たな賑わいの創出

平成 27 年度

⑤将来性について

説
明

総合計画における5年後の目標値
「交流人口（観光・交流入込客）
55,000人」に向けた取り組み。

将来の魅力あるまちづくりに向け
て、まちの魅力向上や地域の元気、
イノベーション（新しいアイデアか
ら、新たな価値）の創出。

人口減少問題は、まったなしであ
る。市の魅力化に向けた取り組み
を、ますます加速させる必要があ
る。

他の地域活性化事業や交付金事業
と連携し一貫性をもった取り組みを
効率的に開催する。

交流人口　年間55,000人を目標に
実施。将来的には事業主体が行政
から民間にシフト出来るよう自立性
を見出す。

事業全体概要 R２年度事業詳細
　民間施設等を地域活性化拠点として位置付け、官民協働により若者の出会いから結婚・就活・
移住定住・特産品ＰＲなどを総合的にパッケージ化し提供できる場として利活用する取り組みを
展開。市民、事業者、ＮＰＯ、大学、金融機関等と連携した協働による運営事業の構築や事業主
体の更なる連携強化を図り、瑞穂市における地方創生の一層の深化を図るもの。

・婚活イベントの開催　500千円
・地域活性化イベントの開催　2,000千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

民間事業者による自発的な事業に
スライドすべき。市からの魅力発信
は継続し、交流人口を維持する。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 規模の大小に限らず、瑞穂市の資源を生かした取り組みができる
と良い。
民間の地域振興事業を活用して、民間の活力を導入する必要が
ある。30

実
績

婚活イベントの開催
地域活性化イベントの開催
市制15周年記念公演の開催

決
算

19,228
千
円

800 18,428

目標の設定

31

評
価

A A A A A
地方創生事業により昨年度までに
築き上げてきたものを活かし、瑞穂
市の地域活性化に向けた取り組み
を継続できた。

官民協働で市の魅力化に向けて、
活動を推進した。

即時性を考慮し、多数の来客が見
込める民間施設と連携し、迅速に市
のＰＲ情報の発信を行うなどの取り
組みを実施できた。

アウトドアをメインテーマとし、事業
をパッケージ化して実施した。さらな
る効率化に向け、事業により得られ
た知見やノウハウを蓄える。

計
画

婚活イベントの開催
地域活性化イベントの開催
ふるさと創生大使を活用したPR

決
算
見
込

12,600
千
円

12,000 600
交流人口（観光・交流入込客）55,000人（5年後60,000人）

2,500 0 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

2,500 03
計
画

婚活イベントの開催
地域活性化イベントの開催（民間の活用）

概
算

2,500
千
円

2
計
画

婚活イベントの開催
地域活性化イベントの開催

概
算

2,500
千
円
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0

0 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

情報の発信
概
算

0
千
円

2
計
画

情報の発信
概
算

0
千
円

0
・「いいね！」が押された数、年間３０００回

0

目標の設定

31
計
画

ＳＮＳの導入

決
算
見
込

0
千
円

一財 ・フォロワーの数や悪質コメントの対応など

30
実
績

決
算

千
円

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

⑤将来性について

説
明

市長政策⑤「環境・農業」水と緑が
輝き、環境にやさしいまち
・絵になる街プロジェクトの創設

・SNSの世界では世界最大規模で
あり、日本でも２８００万人以上の
ユーザーが利用している。そのた
め、多人数への情報発信が可能と
なる。

・緊急性があるとは必ずしも言えな
いが、「みずブロ」での情報発信か
らFacebookによる双方向の情報発
信を導入する時期に差し掛かって
いると考える。

・ホームページで市内のようすを発
信していた「みずブロ」を廃止し、
Facebookに一本化することによる、
業務の効率化を図る。Facebookで
あればリンクや共有が容易に行え
る。

・SNSを扱うことは初の試みである
ため、将来性は未知数である。しか
しながら、従来の発信手段と異な
り、双方向の情報のやり取りが可能
となるので、広報手段の幅が広がる
ことは間違いない。

事業全体概要 R２年度事業詳細
・SNS（Facebook）を導入し、市の景色や四季折々の市内のようすを発信して、瑞穂市のファンを
増やす。

・Facebookを定期的に更新していく。

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

SNSによる情報発信（絵になる街プロジェクト） 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業ヒアリングシート

～年度元

評価対象事業名 区　　　　分

年度令和 - 千円

R２年度事業予算事業全体予算

千円 0

実　施　期　間

令和

第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業

情報発信充実事業【重】

所　　属

総合政策課
施　策　名

主な事業名

共通目標③　（１）魅力ある情報発信
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1,300

737 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

なし

3
計
画

みずほ平和の祈り2021
概
算

1,300
千
円

2
計
画

みずほ平和の祈り2020
概
算

737
千
円

1,213
より多くの市民に「非核・平和都市宣言」を浸透させ、合理性の更
なる向上を図る。

1,237

目標の設定

31
計
画

みずほ平和の祈り2019

決
算
見
込

1,213
千
円

一財 平和推進事業に関し、教育の観点からも研究・発展させていく必
要があるため、教育委員会と密に協議をすべき。イベントは、今年
度の演劇のように幅広い年代、特に若年層に伝わりやすい内容
選定と集客が課題。30

実
績

みずほ平和の祈り2018
決
算

1,237
千
円

イベントの来場者アンケートにより
平和推進事業の方向性を決めるこ
とができた。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

A A A A A
目的や内容等、計画通りに実施す
ることができた。

非核・平和都市宣言の主旨に合致
する事業である。イベントの来場者
アンケートにおいて「満足」と回答し
た方が88.6％であった。

終戦記念日直後の週末に実施する
ことができた。

イベントの来場者アンケートで
88.6％の方が「（とても）満足」と回
答。戦争や核兵器について考える
機会を提供することができた。（イベ
ントの来場者のみ）

⑤将来性について

説
明

「非核・平和都市宣言」の主旨に基
づき平和推進事業を行う。

核兵器の恐ろしさや戦争の悲惨さ、
平和の尊さについて市民に伝える。

広島・長崎の原爆投下の日や終戦
記念日を考慮し、8月開催とする。

核兵器の恐ろしさや戦争の悲惨さを
など、体験談を通じ後世に語り継ぐ
ことができる。

原爆や戦争の記憶が風化する中、
非核・平和都市宣言の趣旨に沿っ
た政策を進め、広く市民にPRする
必要がある。
アンケートをとり、市民が当該事業
に求めるもの聴取する。

事業全体概要 R２年度事業詳細
核兵器の恐ろしさや戦争の悲惨さを伝え、平和の尊さについて市民に考えていただく機会「みず
ほ平和の祈り」。瑞穂大学の授業の一部として開催。また教育委員会と連携し、平和教育の一
助となるよう企画する。

非核平和都市宣言（平成22年11月30日）から10周年を記念し、令和2年11月29日（日）に総合センターサン
シャインホールにて映画『この世界の片隅に』上映、アトリウムにて原爆パネル展示（２週間程度）を行う。例
年は終戦記念日を考慮し８月開催であったが、来年度は非核平和都市宣言を行った11月にあわせて開催
する。
また、5月末～6月頃に被爆樹木（アオギリ）の植樹を穂積中学校で行う。（植樹場所の整地工事は教育総務
課予算）
【予算見込み】出張映写委託料（ちらし・ポスター印刷込）517,000円、植樹管理委託料110,000円、需用費
50,000円、負担金60,000円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

平和推進事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

737 千円

主な事業名 非核・平和推進事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度 737 千円総合政策課
施　策　名 非核・平和都市宣言

令和 年度

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算

校区自治会連合会組織の設立等支援について 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

32,852 千円

主な事業名 校区自治会連合会支援事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度 39,195 千円市民協働安全課
施　策　名 校区自治会連合会組織の設立等支援

平成 25 年度

⑤将来性について

説
明

各校区自治会連合会組織設立支
援を行い、市内すべての校区に設
立を目指します。

組織が軌道に乗り、運営できるようにな
れば、市に頼らず、地域に適した事業を
思うように展開できる。
また、自治会活動振興交付金の見直し
を実施し、地域コミュニティや自治会の
在り方について、今一度考えていただく
機会とすることもできた。

各地で起こる災害により、自治会や
地域コミュニティの重要さが見直さ
れている。

小規模多機能自治の母体となる組
織は、自治会連合会や地区社協の
目的に合致する。

「地域力の強化」や「市民協働の推
進」に力を合わせ、明るく住みよい
地域づくりの推進、災害時にお互い
の助け合いができる安全・安心なま
ちづくりになるような自治会組織を
目指す。

事業全体概要 R２年度事業詳細

地域のコミュニティ力の強化を目的とし、自治会への加入促進や自治会活動の円滑化を図る。
現在の地域コミュニティは、地域のことは地域で課題解決する小規模多機能自治（概ね小学校
区において、その地域の個人、団体が、地域の実情や課題に応じて住民が取り組む方法）がス
タンダードになってきている。小規模多機能自治を実践していくには、市民が協力して解決して
いく力を持てる組織づくりが必要。そのために各校区自治会連合会を設立し、市と協働でまちづ
くりを進められる地域組織となるようサポートする。

○自治会連合会運営研修　2,200千円
○自治会活動振興交付金　　　@1,000×自治会加入世帯数（15,500世帯）　15,500千円
○自治会事務取扱交付金　　　@360×自治会広報配布世帯数（15,700世帯）　5,652千円
○自治会長報償費
　　　（基本額50,000円/年×97自治会）+（@300/年×自治会加入世帯数（15,500世帯））　9,500
千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

将来にわたり校区連合会の意味は大き
いが、自治会長の任期が短く長期的展
望が難しい。しかし、今後の強力な地域
コミュニティはとても意味が大きく確実に
進めるべき事業である。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 地域コミュニティの重要性の理解は徐々に深まっているように感じる。各
自治会が地域力を高め、校区組織として単位自治会の横の連携を密にし
ていきたい。また、存続可能な組織という視点のPRの必要性を感じている
ため、自治会役員の負担軽減や、行政と地域との関係性についても整理
をする。

30
実
績

・自治会連合会運営研修・自治会活動振興交付金
・自治会事務取扱交付金・自治会長報償費

決
算

31,200
千
円

31,200

目標の設定

31

評
価

B A A A A
市自治会連合会役員会等での各校区
の状況報告による情報共有や、校区ご
との連絡会により、横のつながりの重要
性を感じられるようになっている。今後も
継続し、組織化につなげる。

研修、会議等で方向性についての説明
や協議をしていく中で、少しずつ校区自
治会連合会の重要性への理解を得られ
ている。

防災への意識は高いが、基礎となる「地
域コミュニティ」の重要性には結びつくに
は温度差があり、地域性により進捗状
況に差が生じる。

他自治体では、すでに校区組織により
小規模多機能自治が行われている。先
進地等から講師を招き、その重要性を
学んでいく。

計
画

・自治会連合会運営研修・自治会活動振興交付金
・自治会事務取扱交付金・自治会長報償費

決

算

見

込

32,798
千
円

32,798
①校区連合会の未設置校区（中・南）の解消して市内全校区に
　校区連合会の設立を行う。
②自治会役員の負担の軽減のための検討とPR

32,852 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

33,0003
計
画

・自治会連合会運営研修・自治会活動振興交付金
・自治会事務取扱交付金・自治会長報償費

概
算

33,000
千
円

2
計
画

・自治会連合会運営研修・自治会活動振興交付金
・自治会事務取扱交付金・自治会長報償費

概
算

32,852
千
円
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算

地域拠点施設整備支援事業（自治会活動振興交付金等）について 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

5,000 千円

主な事業名 地域拠点施設整備支援事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度 39,195 千円市民協働安全課
施　策　名 地域の多様な世代間の交流促進

平成 25 年度

⑤将来性について

説
明

前年９月頃に、次年度の自治会公
民館の改修等の予定を調査してい
ます。

少子高齢化の進む中、地域の高齢者に
は、歩いて行ける自治会の公民館は
益々重要度が増します。また、地域の子
どもの居場所としての可能性も高いで
す。地域の多様な世代の交流を生みま
す。

公民館を地域の居場所と位置づけ
るには、市民が地域コミュニティの
重要性を理解することが重要。その
アピールとしての補助率のＵＰや人
材育成研修は急務です。

世代を越えた「地域コミュニティ」
は、どんな事業の土台ともなりま
す。土台づくりは、最重要と考えま
す。

地域のつながり、絆をつくることこそ、市
民一人ひとりが、自分らしく幸せに暮ら
せるまちにつながります。
地域コミュニティの構築なくして、瑞穂市
の未来は語れません。

事業全体概要 R２年度事業詳細

若い世代が自治会活動や連合会活動に参加・参画する地域活動を支援します。また、活動の
拠点となる施設整備への支援により、地域の連携体制を確立し、地域のなかの多様な世代間
交流を促進します。

「地域集会施設建設等補助金」の交付を通じて、地域コミュニティの拠点施設として「自治会公
民館」の重要度をよりアピールします。
地域の世代を越えた居場所として活用を促進します。

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

市民も、職員も、瑞穂市の現状、今後の
社会の流れを的確に理解し、瑞穂市の
将来の姿を同じ思いで描きながら取り組
むことをアピールできる事業として活用
します。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 市民にも自治会公民館の重要性は容易に理解いただけるが、具体的な
活用にはなかなかつながらない。中校区では、タウンミーティングからの
市民協働事業として、居場所づくりを実施したいという声もあるので、行政
としてのサポートを検討し、他の校区、自治会のモデルとなるよう進める。30

実
績 自治会集会施設建設事業補助金（修繕　25件）

決
算

2,562
千
円

2,562

目標の設定

31

評
価

B A A A A
調査に基づき、次年度予算を計上しま
すが、調査上上がってきていない修繕
工事が行われるケースがあるため、自
治会長により理解されるよう説明を徹底
します。

H31年度に補助率を上げた意味を、
引き続きPRし、より公民館を地域の
世代を超えた皆さんに活用していた
だけるよう努めます。

公民館の活用については、チャンスが
あればPRを続けています。人材育成研
修も公民館の活用という視点を持ちな
がら進めています。

最重要と考えるため、きずな会議等によ
り、行政内部においても「地域コミュニ
ティの重要性」を共通理解したい。共通
理解することで、より合理性は高まりま
す。

計
画

自治会集会施設建設事業補助金（修繕１７件　新築
２件）

決

算

見

込

26,907
千
円

26,907
自治会公民館のより一層の活用を進める。
平常時の居場所づくりや、災害時の避難所としての活用など、市民の気
持ちに寄り添った支援を行う。
また、校区の拠点施設についても、実現化に向けて検討する。

5,000 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

5,0003
計
画 自治会集会施設建設事業補助金

概
算

5,000
千
円

2
計
画

自治会集会施設建設事業補助金（修繕２０件見込
み）

概
算

5,000
千
円
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算

510,916 千円市民協働安全課
施　策　名 防災体制の充実

平成 29 年度 98,956 千円

主な事業名
市内の防災備蓄倉庫の増設、耐震性貯水槽の整備及び備蓄
品等の充実

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 5 年度

防災行政無線デジタル化の更新について 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細
市内全域の防災行政無線の子局について、デジタル化の更新をする。
（子局全体89局のうちアナログ方式59局、デジタル方式15局（H31年度末時点））

南小学校区子局（７局）及び生津小校区（６局）のデジタル化更新（内アンサーバック1箇所）
89,960,000円
緊急防災・減災事業債を活用予定（充当率100％　交付税措置　元利償還金の70％を基準財政
需要額に算入）

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

瑞穂市地域防災計画
瑞穂市防災行政無線デジタル化整
備計画

多様な運用形態への対応や幅広い
活用が可能となり、地域の防災通
信体制の強化へと繋がるため。

災害発生時等に迅速に対応できる
よう機器を早急に整備する必要が
あるため。

将来的なアナログ電波の廃止に伴
い、デジタル化への移行が必要で
あるため。

多額の費用と時間を要する。

評
価

B B B A B
令和元年度の事業については、整
備計画よりも少ない局数の整備と
なった（10局→7局）。

災害時における情報伝達の確実性
を増進することができた。

令和元年度分の工事については、
工程表どおり施工できた。

デジタル化への移行により、災害時
の円滑な情報伝達に寄与できる。

デジタル化への移行を国が推進し
ているため、事業継続はやむを得
ない。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 年々、整備計画に対しての進捗遅れが拡大しており、令和5年度
までのデジタル化完了が間に合わない可能性がある。緊急防災・
減災事業債（第5次）の発行期限が2020年度までとなっているの
で、延長するように要望をする。30

実
績

中小学校区子局（5局）のデジタル化更新（うちアン
サーバック1局）

決
算

31,312
千
円

31,312 0

目標の設定

31
計
画

中小学校区子局（５局）及び南小校区（２局のデジタ
ル化更新（うちアンサーバック２箇所）

決
算
見
込

45,980
千
円

45,980 0
計画に沿ったデジタル化の推進

98,9562
計
画

南小校区（７局）と生津小校区（６局）のデジタル化
更新（うちアンサーバック1箇所）

概
算

98,956

3
計
画

本田小校区（９局）のデジタル化更新（うちアンサー
バック1箇所）

概
算

68,508
千
円

68,508

千
円

0 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

0
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千
円

0

2
計
画

・実現可能性の調査（現地調査、手法検討等）
・設置候補地における設計業務の実施

概
算

5,487

31
計
画

監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）
千
円

5,487

3
計
画

未定
概
算

0
指定避難所の内で、第一段階として市内の小中学校への設置を
想定する。

目標の設定

30
実
績

決
算

0
千
円

決
算
見
込

0
千
円

0

国・県 市債 基金 その他 一財 ・設置場所の選定について、教育委員会及び各小中学校と協議
する必要がある。
・設置場所により想定する避難者数を元に貯水槽のサイズを決定
する必要がある。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

評
価

市民協働安全課
施　策　名 防災体制の充実

令和 2 年度

⑤将来性について

説
明

・瑞穂市地域防災計画
・（仮称）瑞穂市飲料水兼用耐震性
貯水槽整備計画（令和２年度中に
策定予定）

災害時に絶対量が不足する避難者
への生活用水を確保する有効な手
段である。

南海トラフ巨大地震等の大規模災
害が予測される中、早急に指定避
難所等へ整備する必要がある。

水道施設の一部として平常時は新
鮮な水道水を循環するものである
ため、被災時の飲料水確保に有効
である。

指定避難所の内、まず小中学校へ
の整備（第１次整備計画）を行い、
その後、他の指定避難所への整備
（第２次整備計画）を行う。

事業全体概要 R２年度事業詳細

大規模な地震が発生した時は、水道管の破損により、水道や消火栓が使用不能となる恐れが
ある。そのため、指定避難所、また地域復興の要となる市内の小中学校に飲料水兼用耐震性貯
水槽（100㎥）を整備し、生活用水及び消防水利を確保するもの。
なお、当該設備は通常時は水道管の一部として使用し、被災時には水道管から遮断することに
より清潔な飲料水を保持し提供可能とするものである。

・指定避難所である市内の小中学校へ当該設備を設置できる可能性について、関係部署等との
協議や現地調査等を踏まえて検討を行う。なお、検討の際は活用できる補助メニューも考慮す
る。
　　（想定する国庫補助金）
　　　消防防災施設整備補助金……1/2補助、残る市費の90％は事業債の活用及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交付税算入も可能
・設置候補地における設計業務を委託し事業費算定を行う。
　　想定事業費（54,866千円/箇所）の1/10の額を設計委託費で計上

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R２年度事業予算

飲料水兼用耐震性貯水槽の整備 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

5,487 千円

主な事業名
市内の防災備蓄倉庫の増設、耐震性貯水槽の整備及び備蓄
品等の充実

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 12 年度 千円
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A A A A A
消防団や関係各課と協議し、計画
的に進めることができた。

平成２７年度～３１年度の間に消防ポン
プ車３台、軽積載車３台、小型動力ポン
プ１台の更新と第７分団車庫兼詰所の
建設、第２分団車庫兼詰所の移設を
行ったことにより、消防・防災力の充実
を図った。

全国的に大規模災害や県内でも災
害が発生しているため、緊急性は
年々増している。

各小学校区毎に分団の拠点を設け
たことにより、地域との連携が取り
やすく、災害発生時の消防団機能
の効率化を図ることができた。

将来的に団員の安全確保、消防・
防災活動の効率化、有効性の向上
に資することができる。

事業ヒアリングシート

～年度27

評価対象事業名 区　　　　分

年度令和

第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業所　　属

市民協働安全課
施　策　名

主な事業名

千円

R２年度事業予算事業全体予算

千円

実　施　期　間

令和 75,389 4,400

主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

平成２７年度より分団を小学校区毎に再編し、平成２８年度に各分団への詰所兼車庫の整備が
完了した。また、使用していない分団器具庫の取り壊しや消防団車庫兼詰所、水防倉庫の改修
を行う。
各分団への消防車両の整備を行うとともに、配備後２０年を経過した消防ポンプ車、軽積載車
及び小型動力ポンプについて、計画的に更新する。

消防団車庫兼詰所ホース乾燥塔改修工事
（第１分団車庫兼詰所・第３分団車庫兼詰所）（撤去・新設）　　４，４００千円
小型動力ポンプ（更新）　2,134,000円

消防団５ヵ年計画（平成２２年度作
成）に基づく継続事業として、消防
団の承認を得ながら事業を実施し
ている。

消防団員は、市の非常勤職員であ
り、活動施設の確保及び車両更新
による装備の充実を図ることは市
の責務である。

各種災害の大規模化や多様化、南
海トラフ巨大地震の発生が危惧さ
れている中、早期に整備することが
必要である。

各小学校区に詰所兼車庫を設置したこ
とから、地域の密着した活動が可能とな
り、消防団員の集合・出動時間の短縮
や待機時の負担軽減を図ることができ
る。また、車両の更新により、消防団活
動をより安全に行うことができる。

消防資機材の更新、充実を図るこ
とにより、活動環境の改善、安全性
の向上を図ることができる。

事業全体概要 R２年度事業詳細

消防団詰所建設・消防車両更新 新規事業

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

評
価

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 消防車両及び資機材については、耐用年数（２０年）を経過した場合、故
障等による修繕費の増加や部品調達等の問題により迅速な対応が困難
となり、緊急時の使用に支障をきたす場合がある。また車庫兼詰所設備
の老朽化により活動時の危険が増している。13,035

目標の設定

31
計
画

決

算

見

込

24,154
千
円

13,000 11,154

30

2
計
画

消防団車庫兼詰所ホース乾燥塔改修工事
小型動力ポンプ更新

概
算

消防ポンプ車更新１台
小型動力ポンプ更新１台
消防器具庫取り壊し

10,800

耐用年数（２０年）を経過した消防車両及び資機材の計画的な更
新及び消防団員の安全性を考慮した施設改修を行う。

千
円

11,500

実
績

決
算

23,835
千
円

6,534
千
円

消防ポンプ車更新１台
小型動力ポンプ更新
消防器具庫取り壊し

3
計
画

消防ポンプ車更新１台
概
算

23,000

6,534 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

11,500
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3
計
画

概
算

0
千
円

2
計
画

・計画案作成
・庁内会議、有識者会議等にて協議

概
算

17
千
円

8,206
地域計画の策定

17 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

0

計
画

・計画策定業務委託契約（R2年度へ繰越）
・庁内会議等により情報共有、検討、調整

決
算
見
込

8,206
千
円

評
価

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 ・現段階では施策と地域計画へ位置付けする手法（計画本体への記載
等）が明確にはなっていないこと、そして、国の各省庁により対応が異なる
可能性もある。
・毎年度取り扱いが異なる可能性があることから、毎年有識者会議等の開
催が必要になる場合もある。

30
実
績

決
算

0
千
円

0

目標の設定

31

市民協働安全課
施　策　名

令和 元 年度

⑤将来性について

説
明

①計画性無し
②国土強靭化法
③庁内の関係部署及び受託業者に
て協議→有識者会議にて協議

災害時の被害・リスクを考慮した地
域計画に基づき、国土強靭化関連
の施策を実施することにより市民生
活への影響を減らすことにつながる
ため公益性は高い。

当市の各部署が国の支援（補助
金・交付金）を活用して実施する各
種施策と国土強靭化地域計画の策
定が関連付けられたため早急に実
施する必要がある。

市が行う施策に対してこれまで受け
られていた国の支援が受けられなく
なる可能性もあることから、引き続
き支援を受けることができるよう地
域計画の策定を行うことには合理
性がある。

国土強靭化に関連する施策は今後
も継続して実施することが求められ
ることから将来性はある。

事業全体概要 R２年度事業詳細

「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化基本法（以下
「国土強靭化法」という。）」に、国と同様に地方公共団体も、地域の状況に応じて必要な事前防
災及び減災その他迅速な復旧復興に資する施策を総合的かつ計画的に策定し、実施する責務
を有することが規定されており、その地方公共団体が行う国土強靭化に関する各種施策に対す
る補助金・交付金による国の支援を受けるために必要となる「国土強靭化地域計画（以下「地域
計画」と言う。）」の策定を行うもの。

・「国土強靭化地域計画」案の作成等を業務委託により行い、庁内会議や有識者会議等による
協議、審議等を経てＲ２年９月頃を目途に計画の策定を行う。
　　・計画策定業務委託　　８２０．６万円（平成３１年度予算からの繰り越しを想定）
　　・有識者会議報酬　　　 １７万円（６千円×９人×３回）

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R２年度事業予算

国土強靭化地域計画の策定 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

17 千円

主な事業名

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 2 年度 8,223 千円

-11-



庁舎整備事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業ヒアリングシート

～年度29

評価対象事業名 区　　　　分

年度13令和 4,000,000 千円

Ｒ２年度事業予算事業全体予算

千円 0

実　施　期　間

平成

第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業

公共施設等総合管理計画推進事業【重】

所　　属

財務情報課

施　策　名

主な事業名

公共施設等の適正管理

⑤将来性について

説
明

瑞穂市新庁舎建設基本構想にお
ける新市庁舎建設ロードマップ
に基づき進める。

庁舎は職員が執務をするだけの
場所ではなく、災害時の対策本
部となる他、市民協働を促すた
めにも、開けた施設とする必要
がある。

瑞穂市庁舎将来構想のとおり、
令和13年度までに新庁舎を建設
する。

公共施設マネジメント推進ロー
ドマップに従いつつも、コスト
の圧縮や整備期間の短縮できる
手法を検討する必要がある。

社会情勢に対応できうる施設と
し、低コストで長寿命が図れる
施設とする。

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細

瑞穂市新庁舎基本構想（素案）を定め、これに基づいた基本設計と詳細設計を行ない、
新庁舎を建設する。

令和元年度に実施したサウンディング調査の結果を踏まえて、民間活力を利用して建設
費用を安く、また整備期間を短縮できるようであれば、新庁舎の位置と建設手法を決定
する。

《これまでの経緯≫
　○H２８年度 「瑞穂市庁舎将来構想」の策定
　　　　　 内容：現庁舎を少なくとも１５年間利用し、１庁舎体制とする。
　　　　　 条件：①財源の見通しがつくこと。②市民の合意が得られること。
　○H２９、３０年度 「瑞穂市新庁舎基本構想（素案）」の策定
　〇Ｒ１年度　サウンディング調査と瑞穂市新庁舎基本構想の市民説明会を実施

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

新庁舎建設基本構想が策定さ
れ、新庁舎建設計画を策定する
基礎ができた。

評
価

A A A A A

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

供用時期をにらみ、懸案事項で
あった期間短縮と建設手法の検
討ができた。

新庁舎建設基本構想を市民に説
明し、身近な施設として意識付
けしてもらえた。

サウンディング調査により、建
設時期の短縮ができるかを判断
できる。

公共施設マネジメント推進ロー
ドマップに則って進んでいる。

一財 民間の活力を利用して、供用までの期間短縮や整備費用を圧
縮ができないかを検討する。

30
実
績

「新庁舎基本構想（素案）」の策定
（新庁舎建設検討プロジェクトチーム設置）
【事業費は庁舎整備事業と重複】

決
算

5,292
千
円

5,292

目標の設定

4,290
来庁者にも職員にも使いやすい施設であり、将来的に過大な
コストが必要とならないような施設とする。

0 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

9,933

31
計
画

サウンディング調査の実施
市民説明会の実施 【事業費は庁舎整備事業と
重複】

決
算

4,290
千
円

3
計
画

「新庁舎建設基本計画」の策定
概
算

9,933
千
円

2
計
画

新庁舎建設位置の検討
概
算

0
千
円
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１．少子化対策で高校生までの助成が全国的に拡大傾向にあるなか、国
は、自治体が独自に助成することに対し、国庫負担金を減額調整する措
置を講じている。また、自治体の独自の施策による一般会計からの繰入
金は、法定外繰入とみなされるため、今後波及増分の財源確保が不安視
される。

目標の設定

事業継続のための適正受診・医療費適正化。

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R２年度事業予算

千円医療保険課
施　策　名 福祉医療費助成制度の充実

平成 15 年度 690,000 千円

主な事業名
乳幼児等、重度心身障がい者（児）、母子・父子家庭医療費助
成事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度

福祉医療費助成事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細
　福祉医療費助成事業は岐阜県福祉医療費助成事業補助金交付要綱に基づいて、乳幼児等、
重度心身障がい者（児）、母子・父子家庭、さらに市の単独事業として高校生世代（平成28年10
月1日より対象者を中学生世代から拡大）までの子どもの保健の向上と福祉の増進を図る。

　申請に基づき、該当者には岐阜県内医療機関で一部負担金の現物給付が可能となる受給者
証を交付して、経済的負担の軽減を図るとともに、クオリティ・オブ・ライフの向上につなげる。市
の単独事業である小・中学校・高校生世代が微増傾向にあるため、医療費の動向に注視し、適
正受診の啓発を実施する。

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

　岐阜県内での医療受診はすべて
現物給付、県外は償還払いの計画
どおり進めている。

　医療費助成を実施することで福祉
の増進、経済的負担の軽減、少子
化対策に寄与する。

　少子化と人口減少は喫緊の重要
課題である。この乳幼児等の高校
生世代までの医療費無料化は、課
題解決の対策として迅速に対応す
ることにより、出生率の向上を促し、
若い家族などの定住促進を図るこ
とができる。

　乳幼児等の高校生世代までの医
療費無料化は、若い家族などの定
住促進に繋がり、人口増加がもたら
す波及効果は計り知れなく、市が活
気づき潤うことになる。

　保険適用の医療費は無料になる
ため、気軽に重複受診、多受診が
発生するリスクがある。このため受
診の適正化の啓発に努める。

評
価

A A A A B
　医師会や国保連合会等の協力を
得て福祉医療費助成が実施でき
た。

　乳幼児等医療の助成拡大が、人
口増加につながり、少子化解消の
対策として効果的であった。

　安心して子どもを生み育てる環境
を整えることができた。

　本事業により、医療費の経済的な
負担軽減につなげることができるた
め、将来に向かって必要な事業で
ある。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円）

国・県 市債 基金 その他

乳幼児等、重度心身障がい者（児）、母子・父子家
庭における福祉医療該当者に対し保険医療費の一
部を負担する事業。

決
算

659,910
千
円

182,938 403,994

31
計
画

乳幼児等、重度心身障がい者（児）、母子・父子家
庭における福祉医療該当者に対し保険医療費の一
部を負担する事業。

決
算
見
込

677,203
千
円

30
実
績

188,502

2
計
画

乳幼児等、重度心身障がい者（児）、母子・父子家
庭における福祉医療該当者に対し保険医療費の一
部を負担する事業

概
算

190,000

概
算

690,000
千
円

3
計
画

乳幼児等、重度心身障がい者（児）、母子・父子家
庭における福祉医療該当者に対し保険医療費の一
部を負担する事業。

190,000

450,000 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

改善進行中
　①対象者拡大に伴う効果検証、　②啓発チラシの配布時期
　③医療費適正化啓発方法、　④必要最小限の法定外繰入金

690,000
千
円

50,000

　受診の適正化のため、市内小・中
学校・幼稚園・保育所に適正受診の
啓発チラシを配布し、医療費の抑制
に努めた。

一財

課題、懸案、その他意見等

50,000

54,531 434,170

72,978

450,000
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R２年度事業予算

千円医療保険課
施　策　名 国民健康保険、後期高齢者医療保険の適正な運営

令和 2 年度 750 千円

主な事業名

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度

脳ドック助成事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細
　脳血管疾患は主要な死因の１つであるが、単に死亡を引き起こすのみでなく、急性期治療や
後遺症治療のために個人的にも社会的にも負担が増大するとされている。特に脳卒中は「寝た
きり」の主要な要因となっており、死亡・罹患率の改善を図る必要があることから、国民健康保険
及び後期高齢者医療制度の被保険者の受診助成を行うもの。

以下の助成を行う。
　①人間ドックと脳ドックの両方を受診する場合　…　費用の２分の１
　　　特定健診対象者上限　　　　 26,000円
　　　すこやか健診対象者上限　　24,000円
　②特定（すこやか）健診を受診し、脳ドックのみを受診する場合　…　費用の２分の１
　　　特定健診対象者上限　　　　 15,000円
　　　すこやか健診対象者上限　　15,000円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

　人生100年時代は、現役の期間が
長期化するため長く健康であり続け
る必要がある。

　発症予防対策、早期発見・早期治
療につなげて、日常生活動作能力
（ＡＤＬ）の低下を防ぐ。

　健康へのリスクが高い人たちに重
点的に施策を講じる必要がある（ハ
イリスク・アプローチ）。

　脳血管疾患の発症には生活習慣
が深く関与していることが明らかに
なっており、特定（すこやか）健診と
合わせて生活習慣病予防への意識
づけが強まる。

　健康寿命の延伸、強いては「一億
総活躍社会」の実現。

評
価

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 １．受診間隔の問題
２．受診後の健康管理（保健指導）

30
実
績

決
算

千
円

0

目標の設定

31
計
画

決
算
見
込

千
円

0
特定健診・すこやか健診受診率に準ずる。

2
計
画

脳ドック費用助成
概
算

750
千
円

750 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

脳ドック費用助成
概
算

750
千
円

750
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・

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R２年度事業予算

千円医療保険課
施　策　名 国民健康保険、後期高齢者医療保険の適正な運営

令和 2 年度 500 千円

主な事業名

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度

日本一健康な歯「９０２０」の実現 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細
　口腔の健康は健康で質の高い生活を営む上で基礎的かつ重要な役割を果たすとされている。
口腔の健康には、日常生活における歯科疾患の予防に向けた取組が極めて有効とされている
ことから、日常生活における歯科疾患の予防に向けた取組を通じて歯科口腔保健を推進する。

・90歳以上の方で、自分の歯を20本以上保っている方の表彰（さわやか口腔健診受診者）
・広報紙等を活用した歯科口腔保健に関する知識等の普及啓発
･定期的に歯科健診を受ける意識づけ
・早期受診、早期治療による歯の喪失防止の勧奨
・現状分析に基づく取組の企画立案

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

　定期的な歯科健診の実施による
歯の喪失防止に向けた取組を推進
し、生涯にわたって自分の歯を20本
以上保ち、よく噛んでおいしく食べら
れることでクオリティ・オブ・ライフの
維持・向上を図る。

　口腔機能の低下は、全身の身体
機能障害や死亡リスク等を有意に
高めることが示唆されており、現在
歯数は口腔機能と関連がある。

　現在歯数が、20本以下の場合は
口腔機能低下に注意を要する目安
とされているため、早期受診・早期
治療による歯の喪失を防止し、歯の
健康を保持しなければならない。

　9020の目標達成を目指すことで、
歯科疾患の予防、健康管理への関
心が高まる。

　歯と口腔の健康管理について正し
い知識を持つことで、生涯にわたっ
て自分の歯を20本以上保ち、健康
な生活を送ることができるようにな
る。

評
価

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 １．9020に向けたポピュレーション・アプローチのあり方
２．高齢者の訪問歯科健診の導入
３．ライフステージごとの取組の横断的連携

30
実
績

決
算

千
円

0

目標の設定

31
計
画

決
算
見
込

千
円

0
さわやか口腔健診受診率10％（平成30年度8％）

2
計
画

９０２０推進事業
概
算

500
千
円

500 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

９０２０推進事業
概
算

250
千
円

250
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12,000

0 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

無

3
計
画

基幹相談支援センターの運営開始
地域生活支援拠点の開設

概
算

12,000
千
円

2
計
画

開設に向けた関係市町、関係機関との協議
人材やサービス確保、予算措置等の準備事務

概
算

0
千
円

0
令和３年度運営開始

0

目標の設定

31
計
画

関係機関との調整

決
算
見
込

千
円

一財 単独設置とした場合のサービスや人材の確保
緊急時の受け入れ先（事業所）の確保
本巣市、北方町と共同設置とした場合の負担金の在り方

30
実
績

決
算

千
円

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

⑤将来性について

説
明

障害者総合支援法第７７条の２に
規定。県の第５期障がい福祉計画
においても市町村での設置が促さ
れている。瑞穂市障がい者総合支
援プランでも平成３２年度末までの
設置を目標としている。

基幹・・・地域の相談支援機関の中核的
な役割を担う機関として期待されており、
総合的な相談業務のほか、虐待防止、
自立支援協議会の運営、人材育成等の
業務を行う。
地域・・・障害者及び障害児が地域生活
で生じる課題や家族の緊急事態に対応
する役割が期待されている。
　以上により、障がい者とその家族が必
要な支援を受け、地域において自立した
生活を送ることが可能となる。

瑞穂市障がい者総合支援プランで
掲げた目標年度での設置に向け、
着実に事業を実施する。

関係自治体と共同で設置、整備す
ることにより、人材の確保、経費負
担等の観点から効率的に整備を行
うことができる。また、国は人口１０
万人に対し、１か所あることを想定
しており、国の想定にも合致する。

障がい者の幅広いニーズに対応で
きる相談支援体制の整備と障がい
者が地域のなかで生活していける
ための支援の充実を実現すること
ができる。

事業全体概要 R２年度事業詳細

〇障害に関する総合的な相談業務、自立支援協議会の運営、相談支援事業者の人材育成等
の業務を行う基幹相談支援センターの設置
〇地域生活への移行等に係る相談、緊急時の受入体制（ショートステイ）の確保、グループホー
ムの入居等の体験機会等の提供、人材の確保・育成等による専門性の確保、サービス拠点の
整備等による地域の体制づくりの機能を担う地域生活支援拠点の整備

基幹相談支援センターの設置及び地域生活支援拠点の整備に向けた準備
・本巣市、北方町、もとす広域連合との共同設置に向けた協議を継続しつつ、単独設置も視野
に入れ、令和３年度の運営開始に向けて人材確保、関係機関との調整等の準備を推進する。

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

障がい者の社会参加の促進支援センター（グループホーム等）の整備 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

0 千円

主な事業名 基幹相談支援センターの設置

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度 千円福祉生活課
施　策　名 基本目標３④　（３）障がい者にやさしいまちづくり

令和 2 年度

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R２年度事業予算
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R２年度事業予算

千円福祉生活課
施　策　名 基本目標３④　（３）障がい者にやさしいまちづくり

平成 28 年度 50 千円

主な事業名 障害者差別解消法の啓発・広報事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 7 年度

障害者差別解消法の啓発・広報事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細
　平成２５年、「障害者基本法」第４条の「差別の禁止」の基本原則を具体化し、「障害を理由とす
る差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別解消法）が制定され、平成２８年４月１日から
施行された。
　障がい者に対する不当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提供を差別と規定し、差別の解
消に向けた具体的取り組みと普及啓発活動等を通じて、全ての国民が障がいの有無によって分
け隔てることなく、相互に人格と個性を尊重しながら共に生きる社会（共生社会）の実現を目指
す。

「差別的取扱いの禁止」及び「合理的配慮の提供」の職員対する周知徹底、地域住民等に対す
る啓発活動を行う。
　
広報みずほ、ホームページへの記事掲載、パンフレット等の啓発資材を活用。
　パンフレット購入　　100円×400冊＝40,000円
　横断幕等の作成　　10,000円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

「障害を理由とする差別の解消の推
進に関する法律」及び「障害を理由
とする差別の解消の推進に関する
基本方針」（法第６条）に基づく事
業。

障がい者の権利及び尊厳を保護
し、促進するための包括的かつ総
合的な国際条約である「障害者権
利条約」の理念でもある。（平成２６
年締結）

国は、2020年東京パラリンピック競
技大会を共生社会の実現に向けて
社会の在り方を大きく変える絶好の
機会と捉え、「ユニバーサルデザイ
ン2020行動計画」をとりまとめ、きっ
かけとしたい考えである。

広報みずほ、ホームページを活用
し、簡潔で分かりやすい記事を掲載
することにより、費用をかけずに啓
発を実施する。また、窓口等にパン
フレットを常備することにより、さらな
る啓発の効果アップを図る。

障がい者・子供・高齢者など全ての
人々が、暮らし、生きがいを共に創
り、高め合うことができる「地域共生
社会」の実現を図ることができる。

評
価

A A A A A
「職員対応要領」に基づく周知徹底
に加え、令和２年1月16日に「聴覚
障がい者の基礎知識」の研修を予
定している。

・手話コーナーの広報紙連載
・聴覚障がいの市民公開講座
・発達障がいの理解促進講演会
を実施をすることで、市民の障がい
への理解を図る。

予定通りに啓発活動を進めることが
できている。

手間と費用をかけない形での啓発
活動を実施できた。また、瑞穂市障
がい者総合支援プランの中でも重
点事業に位置づけ啓発を図ってい
る。

様々な方法で広報、啓発をすること
で、「地域共生社会」の実現に資す
ることができた。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 　地域における障がい者差別に関する相談等について情報を共
有し、障がい者差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に
行うネットワークとして、法第１７条に規定の「障害者差別解消支
援地域協議会」の組織化の検討。30

実
績

障がい者差別解消啓発事業
決
算

47
千
円

47

目標の設定

31
計
画

障がい者差別解消啓発事業

決
算
見
込

47
千
円

47
障害者差別解消法の理解度（R7　80％）

2
計
画

障がい者差別解消啓発事業
概
算

50
千
円

50 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

障がい者差別解消啓発事業
概
算

50
千
円

50
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R２年度事業予算

千円福祉生活課
施　策　名 基本目標３⑤　（４）ひとり親家庭への支援の充実

令和 2 年度 5,500 千円

主な事業名
ひとり親家庭等の子どもへの学習支援及び居場所づくり支援事
業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度

ひとり親家庭等の子どもへの学習支援及び居場所づくり支援事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細

　経済的に厳しい状況にあるとされるひとり親家庭等の自立支援策は、平成１４年の母子及び
寡婦福祉法、児童扶養手当法の改正以降、「子育て・生活支援策」、「就業支援策」、「養育費の
確保策」、「経済的支援策」の４本柱により施策が推進されている。
　平成２９年度に実施した「ひとり親世帯（家庭）保護者アンケート」の結果、放課後の居場所の
利用意向（約４５％）、学習支援の場の利用意向（約６４％）が高くなっており、それらのサービス
の提供体制を整備することの必要性、緊急性が高くなっている。

「基本的な生活習慣の習得支援や生活指導」、「学習習慣の定着等の学習支援」の実施。
専門事業者への委託　　5,500千円
●補助率　国1/2　県1/4

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

国の「ひとり親家庭・多子世帯等自
立支援応援プロジェクト」及び子ども
の貧困対策法に基づく事業。

家庭の経済格差が子どもの教育格
差を生み、将来の所得格差につな
がる貧困の連鎖の解消。

毎年国から公表される子どもの貧
困状況及び貧困対策施策の実施状
況と市の実情を踏まえて実施。

子どもの貧困の解消は、親の貧
困、経済的な貧困、心の貧困なども
解消する相乗効果が期待できる。ま
た、専門業者への委託により、効率
的な事業実施が期待できる。

子どもの将来の可能性が生まれ
育った環境に左右されることなく、
夢と希望を持って成長していける社
会（一億総活躍社会・地域共生社
会）の実現。

評
価

C B D B B
生活困窮世帯の支援が先行してい
るため、そちらの事業との整合性等
を検討しながら、事業実施内容等を
検討中。

事業実施を推進することにより、ひ
とり親への支援が充実することか
ら、公益性は高いと考える。

平成29年度のアンケート結果等を
踏まえ、令和2年度から事業を実施
できるよう、事業内容の詳細を検討
中。

将来的に、生活困窮世帯やその他
の世帯にも事業対象を拡大するこ
とで、統一的に事業を行い、費用等
の面でスケールメリットがあると考
える。

就労形態、社会構造の変化により、
学習支援、居場所つくり、こども食
堂などの多様な支援策が必要とな
る。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 ・ひとり親施策（子どもの貧困対策法）における学習支援と、生活
困窮者自立支援法における学習支援のすみ分け。
・放課後児童クラブ等の他事業との関係性。
・福祉施策と教育施策の連携。
・事業の実施方法（委託、ボランティア、直営）の検討

30
実
績

・体制整備構築業務
決
算

0
千
円

0

目標の設定

31
計
画

・学習支援事業の検討、調整

決
算
見
込

0
千
円

0
ひとり親家庭の就業率（R2　95％）

4,1252
計
画

・学習支援事業委託
・居場所づくり

概
算

5,500
千
円

1,375 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

・学習支援事業委託
・居場所づくり

概
算

5,500
千
円

4,125 1,375
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R２年度事業予算

千円福祉生活課
施　策　名 基本目標３⑥　（１）生活困窮者自立支援施策の充実

平成 28 年度 7,000 千円

主な事業名 生活困窮者自立支援任意事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 7 年度

生活困窮者自立支援事業（任意事業） 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

生活困窮者自立支援法が成立し、
平成27年４月１日より施行されたこ
とに基づく事業。

就労その他の自立に関する相談支
援、事業利用のためのプラン作成等
を実施することにより、生活保護に
至る前の段階で、適切に自立支援
を図れる。

生活困窮を主訴とした相談件数は
増加しており、家計支援、学習支援
等の事業を通じて、迅速に自立支援
を実施する必要がある。

社会福祉協議会へ委託することで、
利用者の状況に応じて最適な支援
策を早期・包括的に提供できる。

経済状況、就労構造等の変化に
よって、事業の必要性、継続性が将
来的に高まると思われる。

評
価

B A A A B
平成２８年度から家計相談支援事
業を開始し、今後も継続の予定であ
る。
平成３２年度以降の就労準備支援
事業の実施を目指し、調査・検討を
行う。

必須事業の自立相談支援事業と組
み合わせて実施することで、事業の
効果が上がり、生活困窮者の自立
支援という公益性を高めることがで
きた。

国等も早期かつ積極的な事業実施
を求めている中、社会福祉協議会
に委託し実施することができてい
る。

社会福祉協議会へ自立支援相談事
業と一体的に委託することで、事業
実施の効率化を実現できた。

現在実施している家計相談支援事
業等を継続しつつ、就労準備支援
事業をさらに実施することで、将来
的に自立支援の効果を高めること
ができる。

年
度

事　業　内　容 事業費

財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財
・家計相談は、自立支援相談に含まれる可能性があり、実績が捉
えにくい。
・就労準備支援事業は、令和4年度から必須事業となるため、実施
への準備、検討の必要がある。
・委託先は１か所のほうが事業の効率性、一貫性を確保できる。
・ひとり親家庭の児童の学習支援事業との調整や将来的な事業の
在り方の検討

30
実
績

・家計相談事業
決
算

3,381
千
円

1,785 1,596

目標の設定

31
計
画

・家計相談事業
・子どもの学習支援事業

決

算

見

込

6,359
千
円

3,179 3,180
・家計収支の改善、家計管理能力の向上
・早期の就労支援準備事業の実施
・教育委員会等と連携し、適切な学習支援の実施

3,500 3,5002
計
画

・家計相談事業
・子どもの学習支援事業
・子ども食堂運営事業
・就労準備支援事業の調査、検討

概
算

7,000
千
円 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

・家計相談事業
・子どもの学習支援事業
・就労準備支援事業
・子ども食堂運営事業

概
算

11,400
千
円

7,032 4,368

（１）生活困窮者自立支援法に基づく任意事業（第７条）
①「家計改善支援事業」　家計に関する相談、家計管理に関する指導、貸付のあっせん等
②「子どもの学習・生活支援事業」　生活困窮家庭の子どもへの学習支援、生活指導等
③「就労準備支援事業」　就労に必要な訓練を日常生活自立、社会生活自立段階から有期で実
施
④「一時生活支援事業」　住居の無い生活困窮者に対して一定期間宿泊場所や衣食を提供
⑤その他生活困窮者の自立の促進に必要な事業
平成３０年１０月より、①と③については実施が努力義務となった。
（２）県単補助事業
①子ども食堂運営事業

第２次瑞穂市地域福祉活動計画基づく事業
・家計に関する相談、家計管理に関する指導、貸付のあっせん等を行う「家計相談支援事業」
・生活困窮家庭の子どもへの「子どもの学習・生活支援事業」
・「就労準備支援事業」の実施に向けての事業内容の検討、委託先との協議
●補助率　国1/2（就労準備支援事業と効果的かつ効率的に行われている場合は、2/3）
子ども食堂運営事業
　生活困窮世帯やひとり親世帯の子ども等を対象に食事の提供を通じて居場所づくりを行い、健
やかな育成がなされる環境整備を目的として実施する。
●補助率　県1/2（上限30万円）
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5,949

5,949 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

高齢者タクシーチケット助成事業
概
算

5,949
千
円

2
計
画

高齢者タクシーチケット助成事業
概
算

5,949
千
円

792
高齢者で（自動車等の）外出手段のないかたへの支援（閉じこもり
防止）
高齢者の運転免許返納者への支援（高齢者事故防止）

639

目標の設定

31
計
画

高齢者タクシーチケット助成事業

決
算
見
込

792
千
円

一財 高齢者の交通事故が多発しており、免許返納者が増加することが見込ま
れ、助成拡大のニーズが高まっていることから制度の拡充が必要である。
どのような制度拡充とするのかニーズ調査等を行い、早い段階に制度拡
充を検討する。30

実
績

高齢者タクシーチケット助成事業
決
算

639
千
円

高齢者の交通事故が多発してお
り、免許返納者が増加することが見
込まれ、助成拡大のニーズが高
まっていることから、制度の拡充の
検討が必要である。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

A A A A B
平成29年10月からの事業であるが
免許返納者等に計画的に支援でき
た。

もともとは、外出支援が主眼の事業
であったが、運転免許返納者への
支援といった面から、必要性が広
まった。

免許返納者等への支援策の一つと
することができた。
買い物や医療機関などに行くことが
できない高齢者を対象に今後必要
性が高まると思われる。

障害者支援のタクシー助成や、ｺﾐｭﾆﾃｨ
ﾊﾞｽ等の他の事業の状況を把握しつつ、
また他の市町の制度とも比較し、施策に
取り組むことで、合理性を確保すること
ができた。

⑤将来性について

説
明

市総合事業実施計画、市老人福祉
計画等における、日常生活支援ｻｰ
ﾋﾞｽの充実のための一つの施策とし
て実施

　交通手段のない高齢者の生活支
援及び高齢者の外出の機会の増加
（閉じこもり防止）及び交通事故防
止のための支援として有効であると
考えられる。

免許返納者等への支援策の一つと
なる。

当事業に関しては、交通支援の事
業との関連も相まって、双方の状況
を連携・把握しながら行う必要があ
る。

　外出困難な高齢者の交通手段の
確保、外出機会の拡大、高齢者の
事故防止のための事業として考え
ると、将来的にも実施が必要な事業
である。

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細

75歳以上の高齢者で、運転免許を所持していない（又は返納した）市民に対し、申請
により、初乗り料金分のチケットを年（10～９月）24枚配布助成を行う。

＊補助要件を設定している。

タクシー助成金
申請書・チケット等の印刷経費　50,000円×1.1＝55,000円
役務費：郵送経費（特定記録）　（120円＋160円）＝280円×220人＝61,600円
扶助費：24枚×540円×450人（申請見込み）＝5,832,000円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

高齢者タクシー利用助成 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業ヒアリングシート

～年度29

評価対象事業名 区　　　　分

年度令和 7,367 千円

Ｒ２年度事業予算事業全体予算

千円 5,949

実　施　期　間

平成

第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業

日常生活支援サービスの充実

所　　属

地域福祉高齢課
施　策　名

主な事業名

地域包括ケアシステムの構築
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第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業

日常生活支援サービスの充実

所　　属

地域福祉高齢課
施　策　名

主な事業名

地域包括ケアシステムの構築
千円

Ｒ２年度事業予算事業全体予算

千円 1,500

実　施　期　間

令和

事業ヒアリングシート

～年度2

評価対象事業名 区　　　　分

年度令和 3,000

自動車急発進防止装置整備費補助事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細

　高齢者のペダル踏み間違えによる交通事故が全国的に増加していることから、高齢
者の安全運転を支援するため、ペダル踏み間違いを防止する装置（急発進防止装
置）の設置費用の一部を助成する。

設置費用（本体及び取付費）の1/2を補助　　上限30,000円を想定

　30,000円×50件＝1,500,000円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

高齢者のペダル踏み間違いによる
事故が多発していることから、高齢
者の安全運転を支援する。
この助成制度により免許返納の抑
制につなげる。

高齢者の安全運転を支援すること
は、免許返納による閉じこもりを抑
制でき介護予防の観点からも有効
である。

高齢者の交通事故が増発してお
り、早急な支援策が必要である。

免許返納を思い留まる一助になれ
ば、交通弱者の増加の抑制となる。

高齢化が進む中、免許返納による
交通弱者とならないための継続的
な施策となる。

評
価

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 高齢化が進む中、免許返納による交通弱者とならないための継
続的な施策となる。この制度と併せ、高齢者安全運転講習会等も
開催し、免許保持へとつなげる。

30
実
績

決
算

千
円

0

目標の設定

31
計
画

決
算
見
込

千
円

0
急発進防止装置の装着による、高齢者の安全運転支援により免
許返納者の減少につなげる。
＊将来的に、新規購入自動車に当該装置が標準整備となること
が見込まれることから、有期事業とすることを想定。

2
計
画

自動車急発進防止装置整備費補助事業
概
算

1,500
千
円

1,500 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

自動車急発進防止装置整備費補助事業
概
算

1,500
千
円

1,500
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第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業

認知症相談体制整備事業

所　　属

地域福祉高齢課
施　策　名

主な事業名

認知症対策の推進
千円

Ｒ2年度事業予算事業全体予算

千円 17,068

実　施　期　間

平成

事業ヒアリングシート

～年度28

評価対象事業名 区　　　　分

年度令和 63,969

認知症総合支援事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細
認知症総合事業は、地域包括ケアシステム構築のための構成要素をなす１つの重要事業。
　認知症の人については、今後も増加することが予想され、2025年には高齢者の5人に1人とも
推計される。地域包括ケアシステムについては、住み慣れた地域で介護が必要になっても最後
まで暮らすことができるシステムの構築が目標である。地域を中心に、認知症のこと、本人や家
族の心理を理解し、事前の予防や早期の医療等関係機関への繋ぎなど、国の指針（オレンジプ
ラン等）に添った様々な施策の展開を進める。

　社会福祉協議会が設置する地域支援推進員と密接に連携をとりながら、「認知症に
なっても安心まちづくり協議会」における医師会をはじめとした関係団体とも検討を行
う。初期集中支援チームの運用、認知症サポーターやキャラバンメイトの養成や普
及、認知症カフェの設置、軽度認知機能障がいの把握や事後教室の開催など、幅の
広い施策を引き続き行っていく。

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

認知症施策推進５ヵ年計画（オレン
ジプラン（国）をもとに、地域福祉計
画・介護保険事業計画・瑞穂市老人
福祉計画に記載し、位置づけを行っ
ている。

認知症施策は、今後増加すると予
想される認知症のかたに対し、家
族･地域・関係者がどのように向き
合い、支援していくかという国の施
策の基に、市町、地域にて行ってい
く必要のあるもの。

事業については補助対象事業とな
る。
法律等の規定により、認知症初期
集中支援チーム、地域支援推進員
の設置をはじめとした諸施策を行う
ことが必要。

地域包括ケアシステムを構築する
ために諸々な場面において、医療
介護の連携、生活支援体制整備、
総合事業等からアプローチし、併せ
て事業を進めることが必要。

認知症のかたの将来推計から考慮
して将来にわたって事業を継続する
ことが必要であるとともに、健康な
段階から将来への発生抑制も考慮
に入れての取組が必要。

評
価

A A A B A
計画の総枠の中に様々な施策が込めら
れている。一つ一つの事業を包括支援
センター等と連携して検討を行い、医師
会をはじめ関係機関と協議をしながら進
められている。

国の方針である、必要とされる施策につ
いての規定に基づき、その中でも中心
的な認知症支援推進員や認知症初期
集中支援に係る取組を進め、公益性を
図ることができた。

認知症地域推進員等の設置を行な
い、その後は各関係機関と連携・調
整・話合い等を行なっている。

地域包括ケアの構築を主眼とした
各事業と関連性・連携を考えなが
ら、事業を進めることができた。

将来の予測を図った中で進めていく
こと、現時点での予防的な観点を
持っての取組も進めている。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 認知症予防の啓発・普及、認知症初期集中支援チーム、地域支
援推進員の設置・運用等。事業展開の計画をいかに具体化して
進めていけるかが課題である。

30
実
績

認知機能確認スケールの導入・認知症予防の啓発
等・認知症初期集中支援チームの設置にむけた協
議。

実
績

13,733
千
円

13,733 0

目標の設定

31
計
画

認知機能確認スケールの導入・認知症予防の啓発
等・認知症初期集中支援チームの設置にむけた協
議。

決
算
見
込

16,100
千
円

16,100 0
引き続き,認知症総合事業における、認知症地域支援推進員及び
認知症初期集中支援チームを中心とした予防事業を推進してい
く。

17,0682
計
画

認知機能確認スケールの運用・認知症予防の実
施、知症初期集中支援チームの設置等。

概
算

17,068
千
円

0 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

認知機能確認スケールの運用・認知症予防の実
施、知症初期集中支援チームの設置等。

概
算

17,068
千
円

17,068 0
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第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業所　　属

地域福祉高齢課
施　策　名

主な事業名

認知症対策の推進
千円

Ｒ2年度事業予算事業全体予算

千円 33

実　施　期　間

令和

事業ヒアリングシート

～年度2

評価対象事業名 区　　　　分

年度令和 66

認知症高齢者個人賠償責任保険事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細

認知症の人及びその家族が地域で安心して生活できる環境の整備を図るため、認知
症の高齢者等徘徊のおそれがある人を見守り対象として登録する。
登録された高齢者等を被保険者として、偶然な事故により他人の財物を壊すなど法
律上の損害賠償責任を負うこととなった場合に、その損害を補償する賠償責任保険
に市が保険契約者となり加入する。

見守り登録制度登録者を被保険者とし、市が保険契約者となり損害賠償責任保険に
加入する。
　1,650円×２０人=33,000円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

認知症による徘徊のおそれのある高齢
者が、偶然の事故により他人に損害を
与え、保護責任者等が法律上の損害賠
償責任を負うことが社会問題となってい
る。

認知症による徘徊のおそれのある高齢
者が、偶然の事故により他人に損害を
与え、保護責任者等が法律上の損害賠
償責任を負うことが社会問題となってい
ることから制度は公益性がある。

高齢者の事故が多発しており、社
会問題となっていることから時期は
適切である。

保険加入により、地域で安心して暮
らせるようになることは有効である。

認知症のかたへの施策としては継
続的な事業となる。

評
価

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 認知症等見守りが必要なかたの損害を補償する保険に市が保険
契約者となり加入することによるリスクも想定される。

30
実
績

実
績

千
円

0

目標の設定

31
計
画

決
算
見
込

千
円

0
見守り登録すべき徘徊のおそれのある認知症高齢者等を確実に
見守ることができる制度としていく。

2
計
画

認知症高齢者個人賠償責任保険助成事業
概
算

33
千
円

33 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

認知症高齢者個人賠償責任保険助成事業
概
算

33
千
円

33
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34,428 0

監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活
支援ｻｰﾋﾞｽ及び一般介護予防ｻｰﾋﾞｽ）の整備・実施

概
算

34,428
千
円

2
計
画

介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活
支援ｻｰﾋﾞｽ及び一般介護予防ｻｰﾋﾞｽ）の整備・実施

概
算

31,298
千
円

30,386 0

31,298 0

30,264 0

31
計
画

介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活
支援ｻｰﾋﾞｽ及び一般介護予防ｻｰﾋﾞｽ）の整備・実施

決
算
見
込

30,386
千
円

一財

30
実
績

介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活
支援ｻｰﾋﾞｽ及び一般介護予防ｻｰﾋﾞｽ）の整備・実施

決
算

30,264
千
円

現時点で予防的な観点を持って取組を進めてい
る。
ニーズを把握しながら各計画に盛り込んでいく。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

A A A B B
国の早期移行の方針により、もとす
広域と連携しながら介護保険事業
計画に基づき実施している。

　国の規定に基づいて、介護予防事
業へと移行し、教室などの事業の充
実を図ったことは介護予防の観点か
らも公益性はある。

国の指針により、高齢者の介護予防
に資する事業に取り組めている。し
かし、総合事業（市町村事業）への
早期の移行が必要である。

地域包括ケアの構築を主眼とした各
事業と関連性・連携を考えながら、
事業を進めることができた。

⑤将来性について

説
明

　介護保険関係法令を基に、市老人
福祉計画、もとす広域連合介護保険
事業計画に基づいて実施するもの。

　国の関係法令等をもとに、市町村
の事業としての介護予防及び日常
生活支援事業への移行を図る。展
開については市町や地域の実情に
応じたものにしていく。

・平成27年度からの国の補助事業
で、法令により今後、予防給付（通
所・訪問）から総合事業への移行が
必要とされている。

地域包括ケアシステムを構築するた
めに在宅医療・介護の連携、生活支
援体制整備、総合事業等からアプ
ローチを図ることが必要な事業であ
るため、合わせて事業を進めること
が必要。

健康な段階から、事業を継続することが必要であ
り、要介護の抑制も考慮に入れて取組むことが必
要。

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細
介護予防・日常生活支援総合事業は、地域包括ケアシステムの構築の構成要素となる事業。
  平成27年介護保険法の改正により、一部の「保険サービス」が「市町村事業」へ変わることになるが、大きく
分けて次の２つの事業を「介護予防・日常生活支援総合事業」として行う。
１.介護予防・生活支援サービス事業（対象者は、要支援認定１・２の人、及びﾁｪｯｸﾘｽﾄにより必要と認められ
る人）・・・訪問型ｻｰﾋﾞｽ、通所型ｻｰﾋﾞｽ、その他生活支援ｻｰﾋﾞｽ（介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄは広域・包括にて実
施）
２.一般介護予防（対象者は、６５歳以上の高齢者）・・・介護予防把握事業、地域介護予防活動支援事業、一
般介護予防評価事業、地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ活動支援事業

（１）介護予防・生活支援ｻｰﾋﾞｽ事業（介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業は広域・包括にて実施）
①訪問型ｻｰﾋﾞｽ   ②通所型ｻｰﾋﾞｽ   ③その他生活支援ｻｰﾋﾞｽ
（２）一般介護予防事業
①介護予防把握事業　　②介護予防普及啓発事業　　　③地域介護予防活動支援事業
④一般介護予防事業評価事業　　　⑤地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ活動支援事業
（予算（上限枠）は、地域支援事業のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づくもとす広域連合の試算による。）

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

介護予防・日常生活支援総合事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業ヒアリングシート

～年度28

評価対象事業名 区　　　　分

年度令和 126,376 千円

Ｒ２年度事業予算事業全体予算

千円 31,298

実　施　期　間

平成

・生活支援体制整備事業にて、住民主体の助け合いやボランティアの活
発化などで高齢者の社会参加を求め、住民のつながりづくりを介護予防
につなげることが肝要。
・高齢者全体の健康寿命の増進を図るための、健康づくりや活動、社会
参加を図るための通いの場の発見や開発が必要。

目標の設定

・生活支援のｻｰﾋﾞｽの構築
・気軽に介護予防に取り組める環境整備（徒歩圏内での介護予防教室の開催
等）
・住民が主体となって行う介護予防の活動や通いの場づくりへの協力

第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業

介護予防・日常生活支援総合事業

所　　属

地域福祉高齢課
施　策　名

主な事業名

介護予防
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第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業

生活支援体制整備事業

所　　属

地域福祉高齢課
施　策　名

主な事業名

介護予防
千円

Ｒ２年度事業予算事業全体予算

千円 16,000

実　施　期　間

平成

事業ヒアリングシート

～年度28

評価対象事業名 区　　　　分

年度令和 52,767

生活支援体制整備事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 Ｒ2年度事業詳細
生活支援サービスの体制整備（生活支援コーディネーターの設置、協議体の設置）
・地域の生活支援の体制づくりを進めるため、小学校区を基盤として、地域における福祉の課題
を出し合い・協議する場（地域支え会い推進会議）を設けることからはじめ、地域で見守り協力
し、お互い助け合うことのできる地域を目指す。
・地域の高齢者支援のニーズとサービスのマッチングを図る役割を果たす、生活支援コーディ
ネーターの設置及び生活支援サポーターの養成事業等については、社会福祉協議会等事業者
と連携して実施する。

生活支援サービスの体制整備事業
①生活支援コーディネーター設置
②生活支援サポーター養成　　　　　　　　　　第１層：8,000千円
③協議体の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　第２層：4,000千円×２日常生活圏域分＝8,000千円
④生活支援を行うための啓発等　　　　　　　　　（上限）

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

・介護保険関係法令を基に、市老人
福祉計画、第７期もとす広域介護保
険事業計画及び瑞穂市高齢者いき
いきプランに基づいて実施するも
の。

国が法令等により提唱する地域包
括ケアシステムを構築することによ
り、高齢者が住み慣れた場所で最
後まですごすことができる地域の基
盤づくりを行う重要な業務。

　国の施策であり、２０２５年をめど
に第1層、第2層での協議体とコー
ディネーターによる地域での福祉課
題や資源の把握とｻｰﾋﾞｽの開発や
解決を図ることのできる地域への方
向づけが必要。

地域包括ケアシステムを構築するため
に在宅医療介護連携、認知症施策、総
合事業等、関連してアプローチすること
が必要である。

国が提示する地域包括ケアシステ
ムの構築、助け合い・支えあいの地
域づくりをを推進するために将来に
わたり事業を継続していく必要があ
る。

評
価

A A A A A
市老人福祉計画、第７期もとす広域
介護保険事業計画に基づいて実施
している。

少子高齢化・人口減少が避けられない
中、地域において地域包括ケアシステ
ムを構築することの重要性を十分に認
識し、取り組んでいる。

国の事業方針が示されており、少
子高齢化・人口減少が避けられな
い中、緊急に取り組むべく、地域へ
の働きかけを行っている。

各方面からの事業展開、市民の参画を
図り、高齢者の自立度を向上させること
により『生活の質（QOL）の維持・向上』
を目指す取組を行っている。

将来の高齢者を含む地域住民の生
活の質の向上を念頭において、将
来的な展望を持ちながら取り組んで
いる。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 第２層協議体については、４校区で立ち上げることができ話し合いが進め
られている。しかし、各自治会又は班単位まで制度が浸透していない。今
後は、第３層更に下層まで浸透させられるように進めていくことが必要で
ある。巣南地区の早い段階での立ち上げが必要。30

実
績

生活支援体制整備事業
決
算

8,594
千
円

8,594 0

目標の設定

31
計
画

生活支援体制整備事業

決
算
見
込

12,173
千
円

12,173 0
引き続き、説明会・講演会等において、地域における助け合い・支え合い
の重要性を説明し、必要性を浸透させる。また、小学校区を単位に第2層
協議体を設置し、地域における助け合い・支え合いにより、介護予防・生
活支援サービス提供の担い手となるボランティア等の掘り起しを目指す。
７校区すべてでの活動を進める。

16,0002
計
画

生活支援体制整備事業
概
算

16,000
千
円

0
監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

生活支援体制整備事業
概
算

16,000
千
円

16,000 0
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目標の設定

監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

・福祉関係の法改正等の動きが大きく、単独の計画で完結しない
事項も多く、各関連計画と整合性を図る必要がある。
・持続可能な開発目標（ＳＤＧs）が掲げる理念を地域福祉計画の
中に盛り込む。

第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業

地域福祉計画策定事業

実　施　期　間

平成

地域福祉計画策定事業 新規事業

所　　属

地域福祉高齢課
施　策　名

主な事業名

安心して暮らせる地域づくり
千円

Ｒ２年度事業予算事業全体予算

千円 3,006

事業ヒアリングシート

～年度31

評価対象事業名 区　　　　分

年度2令和 5,086

主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細

現在の地域福祉計画は、H24年度に策定作業を行い、25年度から令和4年度までの計画として
策定されている。この計画は、瑞穂市の総合計画の下に位置し、健康福祉部としては、市の老
人福祉計画、障害者計画、障害福祉計画、健康増進計画の上位に位置するものである。
福祉関連の計画の最上位に位置する計画として、今後これらの計画の期間（終期）を統一し、中
身の整合性や進捗管理を合理的に行えるよう調整する。最上位である後期の総合計画にあわ
せ、調査や策定の作業を行い、地域福祉計画を新たに策定する。

計画策定（策定委員会）
策定業務委託　2,640,000円
委員報酬：15人×6,000円×4回＝360,000円
役務費：84円×15人×４回＝5,040円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

　社会福祉法に基づき、総合計画及び
老人福祉計画等の関連計画に関連し、
地域福祉計画の見直しを行う。
 国、県等の動向を踏まえ、また社会状
況の変化や関連計画との調整を考慮し
見直す。

　上位にある第2次総合計画に期間
をあわせ策定し、下位の老人福祉
計画等との期間をはじめとした整合
を図ることが重要と考えられるた
め。

　直近に策定された各計画との整
合をはかる計画をもちつつ、早い時
期での見直しが必要。

各計画との整合を図ることが、今後
の市の施策上、合理的である。

各計画の整合を図ることをにより、将来的
に有効な政策を図っていくことができる。

評
価

A A A A A
市の地域福祉及び各分野の福祉・
健康関連の施策・計画の根幹をな
す計画の策定であるため、順を追っ
た確固とした立案が必要。

地域福祉にかかる計画であるた
め、地域・市民に直結することから、
公益的性質を十分持つ。

法律改正もH３０.4月から行われ、
各計画も先行して策定されているた
め、できるだけ早い時期に整合性を
図るため進めている。

福祉・健康関連の政策は、障害・高齢・
子育てなど単独のものから、地域の絆・
助け合い、健康づくり等を市民の共生で
行うものへと変換が求められていること
から連携を図ることは合理的である。

当市においても10年後以降の先を見ると、
人口減少、更なる高齢化を免れることはで
きないことを認識し、次期計画に反映させ
る。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財

30
実
績

決
算

0
千
円

0

31
計
画

次期地域福祉計画の見直し（アンケート調査等によ
る資料収集等）

決
算
見
込

2,080
千
円

2,080

2
計
画

次期地域福祉計画の見直し
概
算

3,006
千
円

3,006

3
計
画

概
算

千
円

0

各計画との整合を図り、計画を策定する。
社会福祉協議会が策定する地域福祉活動計画と連動して策定する。
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算

ねんりんピック岐阜2020瑞穂市開催事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

27,300 千円

主な事業名 ねんりんピック岐阜２０２０瑞穂市開催事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 2 年度 28,300 千円地域福祉高齢課
施　策　名 -

令和 1 年度

⑤将来性について

説
明

①県が概要・骨子を決定し、市実行
委員会が詳細計画を定める。
②事業費の一部は岐阜県が県実行
委員会へ補助し、県実行委員会か
ら市実行委員会へ補助される。

国・県の主催事業であり、公共性が
高い。

47年に1回、全国都道府県持ち回り
で開催される。
岐阜県では初の開催。

高齢者の大会に並行して開催する
健康づくり教室を通じて、来場者へ
の健康に対する興味を増進させる
効果が考えられる。

健康増進に伴い、運動など健康増
進に向けいきいきとした生活が期待
される。
今後の健康増進にもつながる大会
としたい。

事業全体概要 R２年度事業詳細
高齢者を中心とする国民の健康保持・増進、社会参加、生きがいの高揚を図り、ふれあいと活
力ある長寿社会の形成に寄与するため、厚生労働省・県等が主催となり昭和６３（１９８８）年か
ら毎年全国持ち回りで開催。全国の都道府県及び政令指定都市から約1万人が参加。
令和2年10月31日～11月3日に県内全市町村で63種目が開催され、瑞穂市ではソフトテニスとい
きいきオレンジビクス体操を実施。
瑞穂市開催資料：参加者6～8人×70チーム　関係者約200人　一般来場者延べ約1000人程度

ねんりんピック岐阜2020の運営及び瑞穂市実行委員会への補助

　市実行委員会への補助金　25,000千円
　　（実行委員会へは、別途県より事業費の約1/2～2/3の補助有。詳細未定）
　職員時間外勤務手当　2,300千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 大会に対する市民への理解・協力をいかに深めるか。
ふれあいフェスタをはじめとした市行事との日程調整が必要。

30
実
績

先催地（富山県）視察
決
算

0
千
円

0

目標の設定

31

評
価

計
画

実行委員会設置・運営
リハーサル大会の開催
先催地（和歌山県）視察

決
算
見
込

1,000
千
円

1,000
本大会の開催に留めることなく、今後の健康増進に向けた機運を
高める大会としたい。

27,300 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

03
計
画

後催地問い合わせ対応
概
算

0
千
円

2
計
画

実行委員会運営の補助
交流大会の開催

概
算

27,300
千
円
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 令和２年度事業予算

146 千円健康推進課
施　策　名

令和 2 年度 146 千円
主な事業名

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度

３歳児親子運動教室 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 令和２年度事業詳細

スポーツ庁の「体力・運動能力調査」によると、走・跳・投といった基礎的な運動能力は、１９８５年前後をピー
クに著しく低下する傾向にあり、柔軟性、敏捷性などの体をコントロールする能力も低下していることが明らか
になっている。このような運動能力の低下の要因として「基本的な動きの未習得」と「運動能力の減少」があげ
られる。
からだを動かして遊んだり運動したりすることが、脳幹（感覚統合）のはたらきを発達させ、気持ちの切り替え
やことばの増えにつながる。また、運動神経の基礎は６歳頃までに発達すると言われており、乳幼児期にバラ
ンス感覚や運動神経を高める遊び・運動を行うことで自立に向けた「体の力」をつけていくことは大切である。
そこで、３歳児の親子を集団で感覚遊びや粗大運動を体験してもらい、保護者には運動の必要性を知っても
らう。

３歳児の親子対象の運動教室
【回数】
・年６回、１回コース、１回対象約８０人に対し３割、約２５組程度を見込
【内容】
・親子での感覚遊び（走る等）
・子ども中心のマット運動や平行感覚を養う運動を体験
運動体験をすることで、今後の運動能力を高めていくきっかけづくりとする。
【場所】巣南保健センター
【予算】
・委託料：５０，０００円
・需要費：運動物品等　５０，０００円
・役務費：案内個別通知　８４円×５５０人＝４６，２００円　　　合計１４６，２００円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

母子保健法 幼児期に運動能力を高めることで、自立
に向けたからだづくりを図る。

保育所や幼稚園でも運動教室を行っており、その全
段階で運動の必要性を体験することで、その後の継
続性につながる。

親子の運動教室を行うことで、保護者には
運動の必要性、子どもへは体験による、か
らだを動かすことの楽しさを学ぶことができ
る。

子どもにとって、からだの力をつけることは大きな意味
があり、幼児期に運動神経を高める体験をすることは
今後の成長に大きな意味がある。

評
価

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 健診とは違い教室となると参加率が下がるため、教室のＰＲ方法に工夫が必要である。また、１回参加
の教室なため、運動の継続性についても考えていく必要あり。

30
実
績

決
算

千
円

0

目標の設定

1
計
画

決

算

見

込
千
円

0 参加人数：２か月に１回開催、対象人数1回あたり約８０人、３０％参加想定
【参考】親子遊び教室（3か月、1歳児）初年度参加率３０％

2
計
画

３歳児親子運動教室
概
算

146
千
円

146
監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

３歳児親子運動教室
概
算

146
千
円

146
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sawa

400 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

R3
計
画

概
算

千
円

R2
計
画

清流の国ぎふ　健康ポイント事業　拡充
概
算

400
千
円

50
健康ポイント事業の目的である「市民の健康づくり啓発」に沿った市独自の景品を令
和3年度までに検討する。

34

目標の設定

R1
計
画

清流の国ぎふ　健康ポイント事業　拡充

決

算

見

込

50
千
円

一財 他課との調整が必要。県事業との兼ね合いも検討すべき。

30
実
績

清流の国ぎふ　健康ポイント事業　かきりんバッグ
決
算

34
千
円

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

⑤将来性について

説
明

岐阜県が開始した「清流の国ぎふ　健康ポ
イント事業」を実施している。

健康ポイント事業により、市民の健康意識
が高まり、市の健康づくりの勢いが高ま
る。

現在は岐阜県が開始した「清流の国ぎふ
健康ポイント事業」を実施しているため、市
独自の体制準備ができ次第、独自事業へ
移行する。

清流の国ぎふ　健康ポイント事業を拡大して市
の事業とする場合の効率性は、当課の業務と
しては困難であり、他課との調整が必要であ
る。

清流の国ぎふ　健康ポイント事業について、
「ミナモカード」利用可能な店舗やサービスが
「ぎふっこカード」に比べて少なく、魅力に欠け
る。2種類のカードの特典の格差をなくすこと
ができれば将来性は高まる。（当市の事業に
ついても同様に、特典の魅力が重要と考える）

事業全体概要 R2年度事業詳細

・市独自の新たな制度の立ち上げと実施は健康推進課では困難である。
・令和2年度、健康推進課では、平成30年度に岐阜県が開始した「清流の国ぎふ　健康ポイント事業」についてポイ
ント付与できるメニューの拡充を行い、市独自の景品を加える。

本事業の趣旨は「健康寿命の延伸に寄与する県民の生涯にわたる自主的な健康づくりを継続的に支援する」ことであるた
め、従来の健康ポイント付与メニュー　①健診受診　②健康教育、健康相談、健康づくり教室、特定保健指導、③私のチャ
レンジメニュー（1か月間）に、④生涯学習課等で行う瑞穂大学受講、健康づくり教室や活動への参加を加える。ほかにも、
⑤高齢者の介護予防教室　⑥非喫煙者ポイントを加えることを検討する。
市独自の景品として「かきりんオリジナルバッグ」を全員にプレゼントしているが、以下の抽選景品を加えたい。
①温泉回数券　②スポーツ施設利用券　③かきりんTシャツ

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

清流の国ぎふ　健康ポイント事業の拡充 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

400 千円

主な事業名

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度 400 千円健康推進課
施　策　名

令和 2 年度

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 Ｒ２年度事業予算

870,977 千円都市開発課
施　策　名 基本目標１①　（４）治水事業の推進

平成 29 年度 131,000 千円

主な事業名 牛牧排水機場改修事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 3 年度

牛牧排水機場整備事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細
昭和３２年に設置された排水機場で、老朽化による機能低下や流域内の宅地化の進展により、豪雨時に冠水被害を及
ぼしかねない状況であることから、国の犀川遊水地事業に併せて改修事業を実施する。
　敷地面積　　　　　　　　　　２，１３２㎡
　計画排水量　　　　　　　　 ４．７m3/s（将来７．０m3/s）
　ﾎﾟﾝﾌﾟ口径・型式・台数　　φ９００立軸一床式斜流ポンプⅡ型　２．３５m3/s×３台（内１台将来）
　原動機型式・台数　　　　 ディーゼル機関×３台（内１台将来）
　建築構造・規模　　　　　　鉄筋コンクリート構造　３階建て

◆Ｒ２事業費　131,000千円
　○上屋　　　　　　　　79,000千円
　○機械設備　　　　  33,000千円
　〇場内整備           19,000千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

国・県が実施する治水対策事業と連携
し、排水機場の改修を実施することで、
豪雨時の安全性を確保するため事業
を実施する。

昭和３２年に設置された施設で、老朽
化に伴い機能が低下していることや、
宅地化の進展を踏まえ、施設改修する
ことで排水機能が向上し、豪雨時の安
全性が高められる。

施設の老朽化に伴う機能低下や、近年
の豪雨等により、市民生活の安全性が
脅かされていることから、国の治水事
業連と連携し早期に施設改修を実施す
る。

国・県の治水事業と同時期に実施する
ことで、経済性等と事業効果の発現の
効率化が図られる。

排水機場の老朽化に伴う更新と共に、
宅地化の進展を踏まえた施設計画を
実施している。

評
価

A A B A A
施工内容の見直しにより、実施期間の
変更は生じたが、事業目的は達成され
る。

施設改修により水害に対する安全性が
高められる。

施工内容の見直しにより実施期間に変
更が生じた。

国・県による治水事業と同時期に実施
することで、事業の合理性（効率性）が
図られている。

将来必要となる機能を踏まえた施設更
新の推進により、豪雨時の安心・安全
が確保されている。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 国が進める国土強靭化計画や防災関連事業等と共に、更なる治水安
全性を確保するため、関係機関との調整を図る。

30
実
績

杭基礎、機場本体、機械・防塵設備、電気設備
決
算

393,064
千
円

294,500 98,000 564

目標の設定

31
計
画

杭基礎、機場本体、機械・除塵設備、電気設備

決
算
見
込

158,000
千
円

118,000 40,000 0
令和３年度の事業完了を目標とする。

98,200 32,8002
計
画

上屋、機械・防塵設備、電気設備、場内整備
概
算

131,000
千
円

0 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

機械・防塵設備、電気設備、場内整備
概
算

0
千
円

0
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117,000

70,000 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）2
計
画

用地買収、物件補償
概
算

70,000
千
円

3
計
画

調整池工事 １箇所、取付道路工事
概
算

117,000
千
円

31
計
画

丈量測量、付替道路詳細設計

決
算
見
込

10,800
千
円

0

目標の設定

10,800
令和１１年度の事業完了を目標とする。

30
実
績

地元調整、用地交渉
決
算

0
千
円

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財

評
価

A A A A A
計画どおり実施している。 施設改修により水害に対する安全性が

高められる。
計画どおり実施している。 豪雨等による内水が速やかに排除さ

れることで安全性が確保される。

説
明

宅地化の進展と近年の豪雨等による
浸水実績を踏まえ、内水排除対策の計
画を策定し、豪雨時の安全性を確保す
るため事業を実施する。

宅地化の進展と、近年の豪雨等に対し
て排水能力が不足しているため、水路
等の整備により速やかに内水排除する
ことで、浸水被害が解消され、安心安
全な住環境が整えられる。

宅地化の進展により貯水能力が低下し
つつある中、近年の豪雨等による浸水
被害が発生していることから、早期に
内水排除対策を実施する。

排水能力の向上により、豪雨時の安全
性が高められると共に、快適な住環境
の保全が図られる。

市街化区域における宅地化の進展と、
近年の豪雨等を踏まえ、施設計画を実
施している。

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細

急速な宅地化の進展と、近年の局地的な豪雨や長期化する降雨により古橋地内において発生している
住宅地等の浸水被害を解消するため、幹線排水路の整備による内水排除対策を実施し、住環境の向上
を図る。

総延長　約１，１３０ｍ

◆Ｒ２事業費　70,000千円
　○用地費      　 70,000千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

水路施設整備事業（古橋地区冠水対策） 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

主な事業名 古橋地区排水路整備事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 11 年度

施　策　名
年度 70,0001,000,869 千円 千円

⑤将来性について

将来必要となる能力を踏まえた水路等
の整備により、豪雨時の安心・安全が
確保される。

国土強靭化計画や防災関連事業に即して整備を進めると共に、財源確
保のため国や県へ要望を行っていく。

都市開発課

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 Ｒ２年度事業予算

基本目標１①　（４）治水事業の推進
平成 28
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3
計
画

64,000

50,000 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

概
算

64,000
千
円

2
計
画

遊水池２期工事
概
算

50,000
千
円

遊水池３期・取付道路工事

37,608
令和３年度の事業完了を目標とする。

11,499

目標の設定

31
計
画

用地買収、遊水池１期工事

決
算
見
込

37,608
千
円

一財 事業を速やかに進めていくため、綿密な地元調整が必要となる。

30
実
績

丈量測量、用地交渉
決
算

11,499
千
円

将来を踏まえた遊水地の整備により、
豪雨時の安心・安全が確保される。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

A A A A A
計画どおり実施している。 ２地区から集水される内水を効率的に

排除することで水害に対する安全性が
高められる。

計画どおり事業を実施している。 豪雨等による内水が速やかに排除さ
れることで安全性が確保される。

⑤将来性について

説
明

宅地化の進展と近年の豪雨等による
内水を速やかに排除し、豪雨時の安全
性を確保するため事業を実施する。

宅地化の進展と近年の豪雨等に対し
て速やかに内水排除すると共に、複雑
な構造による管理を解消し、地区内の
安心安全な住環境が整えられる。

宅地化の進展により貯水能力が低下し
つつある中、近年の豪雨や長期化する
降雨による浸水被害が発生しているこ
とから、早期に内水排除対策を実施す
る。

遊水池機能により、複雑な管理を解消
し、速やかな内水排除対策を実施し、
安心・安全な住環境が整えられる。

複雑な構造が解消され、速やかな内水
排除が確保されることで、豪雨時の安
全性と住環境の保全が確保される。

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細

近年の局地的な豪雨や長期化する降雨による浸水被害を未然に予防するため、十九条と牛牧地内の内
水を五六川へ排除する最下流部の合流地点を遊水池に整備することで、複雑な構造による管理を解消
し、速やかな内水排除対策を実施し、住環境の向上を図る。

貯水能力　1,582㎥

◆Ｒ２事業費　50,000千円
　○遊水地2期工事   　 50,000千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

十九条・牛牧地内遊水池整備事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

50,000 千円

主な事業名 十九条・牛牧地内遊水地整備事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 3 年度 163,107 千円都市開発課
施　策　名 基本目標１①　（４）治水事業の推進

平成 30 年度

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 Ｒ２年度事業予算
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36,000 32,000 14,000

25,000 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

橋梁上部工・取付道路工事
概
算

82,000
千
円

2
計
画

橋梁下部工・河川工事
概
算

146,000
千
円

15,250 13,700 10,000 18,250
令和3年度の事業完了を目標とする。

64,000 57,000

28,352

目標の設定

31
計
画

取付道路工事、用地買収、移転補償費

決
算
見
込

57,200
千
円

一財 工事の実施に伴う周辺施設等影響や交通規制による通行者への影響
に配慮し、速やかな事業完了を目指す。

30
実
績

補償費再算定等、用地買収、移転補償
決
算

28,352
千
円

通勤・通学者と周辺の診療所へ通院者
等の安全な移動空間を確保することが
できる。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

A A A A A
計画どおり実施されている。 多くの歩行者等の安全な通行が確保さ

れ、交通の円滑化が図られる。
計画どおり実施されている。 歩車道分離による歩行者・自転車通行

者の安全の確保と交通の円滑化が図
られている。

⑤将来性について

説
明

平成２６年度から歩道整備事業の計画
策定を進めており、令和元年度から３
年間の社会資本整備総合交付金事業
として国の認可を申請し、事業を進め
る。

歩行者・自転車通行者の安全が確保さ
れると共に、交通の円滑化が図られ
る。

柳一色橋やその取付道路で、隣接する
朝日大学の学生を含む通行者と通勤
車両が輻輳し危険な状態であるため、
早期に改善を図る必要がある。

穂積地区から稲里地区を東西に結ぶ
重要な幹線路線であり、沿線の市街化
の進行によって通勤・通学者も増加し
ているため、歩道を整備することによっ
て歩行者・自転車通行者の安全確保
や交通の円滑化が図られる。

主要地方道北方多度線と都市計画道
路別府祖父江線を結ぶ重要な路線で
あり、通勤・通学者等の増加も予測さ
れることから、歩道を整備することで市
民の安心安全が確保される。

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細

社会資本整備総合交付金事業を活用し、穂積地区の（主）北方多度線と稲里地区の市道5-1139号線を
繋ぐ市道4-103号線の歩道整備と一級河川中川に架かる柳一色橋に有効幅員３ｍの歩道橋を併設して
架設する事業であり、歩行者・自転車通行者の安全性確保を目的とする事業である。
　橋梁新設工事
　　橋梁下部工事　橋台　Ｎ＝２基
　　橋梁上部工事　鋼単純中路式鋼床版鈑桁橋　Ｎ＝３６ｍ
　　取付道路工事（歩道設置）　Ｌ＝２１０ｍ　Ｗ＝８．５ｍ

◆Ｒ２事業費　146,000千円
○工事費（下部工事）　　　　　　       128,000千円
　　※社会資本整備総合交付金事業（交付率50%）
○積算・監理業務委託                     18,000千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

社会資本整備総合交付金事業（（仮称）柳一色歩道橋） 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

146,000 千円

主な事業名 自転車歩行者道整備事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 3 年度 351,869 千円都市開発課
施　策　名 基本目標２②　（３）市内幹線道路・生活道路の整備

平成 26 年度

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 Ｒ２年度事業予算
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 Ｒ２年度事業予算

千円都市開発課
施　策　名 基本目標１①　（５）災害に強い住環境の整備

令和 元 年度 6,000 千円

主な事業名 ブロック塀等撤去費補助事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 年度

ブロック塀等撤去費補助事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細

地震が多発している中、老朽化したブロック塀等の倒壊による通行者への被害を防止するため、国の補
助金を活用し、ブロック塀等の撤去工事費の一部を補助し安全性の確保を図る。

◆Ｒ２事業費　6,000千円
　○補助対象事業費   　 6,000千円（１件当たり補助率：撤去工事費の2/3かつ限度額300千円）
　　※補助内訳（国1/3、県1/6、市1/6）

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

通学路沿いにおいて、地震の発生によ
り倒壊する恐れのあるブロック塀等の
撤去を促進し、通行者の安全性を確保
するため事業を実施する。

通学路沿いの老朽化したブロック塀等
の撤去により、地震発生時における通
行者等への被害を防止しするとともに
避難経路として、安全性の確保を図
る。

地震発生時の通学路沿いの安全性を
確保するため、早期対策を実施する。

地震時の児童・生徒の安心安全性及
び避難経路としての機能が確保され
る。

通学路沿の対策を実施し、さらに市内
全域に同様の対策を実施していく。

評
価

A A A A A
計画どおり実施している。 ブロック塀等の撤去を促進することで、

通行者等の安全性と避難経路としての
機能が確保される。

計画どおり実施している。 計画どおり実施している。 計画どおり実施している。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 事業を促進するための啓発活動を充実する必要がある。

30
実
績

決
算

0
千
円

31
計
画

撤去工事費補助金

決
算
見
込

3,000
千
円

市内全域の安心安全な住環境の形成を図る。

4,500

0

目標の設定

撤去工事費補助金

2,250 750

7,500

2
計
画

撤去工事費補助金
概
算

6,000
千
円

3
計
画

2,500

1,500 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

概
算

10,000
千
円
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算

234,240 千円都市管理課
施　策　名 市内幹線道路・生活道路の整備

令和 年度 49,000 千円

主な事業名 水路転落防止柵の設置

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度

水路転落防止柵の設置について 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細

市内の道路沿いのオープン水路際において、歩行者・自転車等の安全確保を目的として、小中
学校の指定通学路を最優先として宅地開発の進む地域を含め、水路転落防止柵の設置を実施
し、安全・安心な環境整備を行う。

転落防止柵設置事業　L=980ｍ
小学校、中学校、幼稚園、保育所の各施設に近接する箇所から実施

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

小中学校の指定通学路を最優先と
し、また宅地開発が進んでいる箇所
も含め、水路転落防止柵の設置を
実施する。

道路沿いのオープン水路際におい
て、転落事後防止に有効であると
考えられる。

歩行者・自転車等の安全確保を目
的として、早期に実施することが対
策上望ましい。

小学校、中学校、幼稚園、保育所
の各施設に近接する箇所から最優
先に実施することで、園児、児童、
生徒の安全確保を図る。

転落防止柵を設置することにより、
転落事故の防止につながり、安全・
安心な都市環境の確保を図る。

評
価

A A A A A
指定通学路においての転落防止柵
の設置ができた。

水路への転落事故防止ができ、安
全確保が図れた。

予定とおり工事を実施できた。 児童や生徒のみならず市民の安全
確保を図ることが出来た。

転落事故防止対策が図れ、安全・
安心な都市環境の確保が出来た。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 設置費において、国・県からの補助がなく市費での対応となる。

30
実
績

転落防止柵設置工事
決
算

4,162
千
円

4,162

目標の設定

31
計
画

転落防止柵設置工事

決
算
見
込

19,850
千
円

19,850
H30　L=216ｍ　　　　　　R4　L=1,165ｍ
H31　L=920ｍ            　R5　L=1,785ｍ
R2  　L=980ｍ
R3  　L=1,470ｍ

2
計
画

転落防止柵設置工事
概
算

49,000
千
円

49,000 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

転落防止柵設置工事
概
算

43,600
千
円

43,600

-35-



事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算

111,825 千円都市管理課
施　策　名 市内幹線道路・生活道路の整備

令和 　 年度 30,000 千円

主な事業名 交通安全施設整備事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 　 年度

区画線等設置事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細

歩車道の分離がされていない道路において、小中学校の指定通学路を最優先として宅地開発
の進む地域を含め、区画線等を設置することで自動車の通行の抑制や歩行空間の確保を図
る。

区画線等設置事業　N=1式
小学校、中学校、幼稚園、保育所の各施設に近接する箇所から実施

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

小学校、中学校、幼稚園、保育所
の各施設に近接する箇所や、自動
車の速度超過を及ぼす可能性のあ
る路線から実施する。

区画線等を設置することで、自動車
の通行の抑制や歩行空間の確保
が図れる。

歩行者・自転車等の安全確保及び
交通事故防止対策として、早期に
実施することが対策上望ましい。

小学校、中学校、幼稚園、保育所
の各施設に近接する箇所から最優
先に実施することで、児童、生徒、
園児の安全確保を図る。

歩行者・自転車等の交通事故防止
につながり、安全・安心な都市環境
の確保を図る。

評
価

A A A A A
宅地開発が進む地域や小中学校
の指定通学路を最優先に区画線の
設置が出来た。

自動車の速度抑制及び歩行空間の
確保が図れた。

予定とおり工事を実施できた。 歩行空間を確保し、児童や生徒の
みならず市民の安全確保を図るこ
とが出来た。

交通事故防止が図れ、安全・安心
な都市環境の確保が出来た。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 設置費において、国・県からの補助がなく市費での対応となる。
指定通学路だけではなく、宅地開発が進む地域においても実施
する必要があるため、事業費が増加していくことが見込まれる。

30
実
績

区画線等設置工事
決
算

9,825
千
円

9,825

目標の設定

31
計
画

区画線等設置工事

決
算
見
込

12,000
千
円

12,000
H30　L=12,787ｍ　　　　R4　L=23,000ｍ
H31　L=9,400ｍ
R2  　L=23,000ｍ
R3  　L=23,000ｍ

2
計
画

区画線等設置工事
概
算

30,000
千
円

30,000 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

区画線等設置工事
概
算

30,000
千
円

30,000
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算

12,136 千円都市管理課
施　策　名

平成 31 年度 3,050 千円

主な事業名

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度

都市公園防犯カメラ設置事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細

不審者対策や犯罪行為の抑止及び事件事故発生後の証拠画像の保存・検証を目的として、市
内の都市公園24箇所の内21箇所に防犯カメラを設置し、より安全・安心な都市環境整備を行
う。

防犯カメラ設置工事　N=5箇所　610千円/箇所　C=3,050千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

都市公園24箇所の内21箇所に防
犯カメラを4年間で設置し、予算の
平準化を図りより安全・安心な都市
環境整備を行う。

不審者対策や犯罪行為の抑止及び
事件事故発生後の証拠画像の保
存・検証のため。

市民の安全・安心な都市環境確保
のため、早期に実施することが対策
上望ましい。

4年間での事業実施により、年度費
用の平準化を図ることができる。

事業実施を行うことにより、安全・安
心な都市環境の確保を図る。

評
価

A A A A A
市内の5箇所の都市公園に計画通
り設置した。

不審者対策や犯罪行為の抑止及び
事件事故発生後の証拠画像の保
存・検証が可能となるよう整備でき
た。

計画通り5箇所の設置を実施した。 4年間での事業計画により、年度費
用の平準化を図ることができた。

今後も計画に基づき設置工事を実
施し、安全・安心な都市環境の確保
に務める。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 設置費において、国・県からの補助がなく市費での対応となる。
設置後8年目から正常に作動しているか職員にて確認するか業
務委託を契約する必要がある。

30
実
績

決
算

千
円

0

目標の設定

31
計
画

都市公園防犯カメラ設置工事

決
算
見
込

2,376
千
円

2,370 6
H31 設置工事　5箇所
R2   設置工事　5箇所
R3   設置工事　5箇所
R4   設置工事　6箇所

3,0502
計
画

都市公園防犯カメラ設置工事
概
算

3,050
千
円

0 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

都市公園防犯カメラ設置工事
概
算

3,050
千
円

3,050 0

-37-



4,680

8,730 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

・橋梁修繕工事(野田橋)
概
算

10,400
千
円

5,720

2
計
画

・橋梁補修詳細設計業務委託(外宮橋)
・橋梁修繕工事(保育橋、生津大橋)

概
算

19,400
千
円

6,600 14,000 493
橋梁補修(N=34橋)
H25　2橋　　H29　1橋　　R3　1橋
H26　2橋　　H30　3橋
H27　2橋     H31　2橋
H28　2橋　　R2　　2橋

10,670

19,000 1,238

目標の設定

31
計
画

・橋梁補修詳細設計業務委託(保育園橋、生津大
橋、野田橋)
・橋梁修繕工事(苗代田橋、天王橋)

決
算
見
込

21,093
千
円

一財 長寿命化計画に基づき継続して修繕工事を実施していくこととな
るが、点検結果によっては修繕計画の見直しが必要となる。

30
実
績

・橋梁補修詳細設計業務委託(天王橋)
・橋梁修繕工事(只越13号橋、新柳一色橋、十八条
橋)

決
算

38,388
千
円

18,150

今後も計画に基づき、長寿命化修
繕工事を実施することで「便利で快
適に暮らせる美しいまち」の形成が
可能となる。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

A A A A A
橋梁長寿命化修繕計画（30年）によ
り、橋梁修繕工事を実施した。

橋梁の長寿命化が図れ安全で円滑
な交通を確保した。

計画通り、効率的に修繕工事を実
施した。

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、
長寿命化修繕工事を実施し、年度
費用を平準化し、ライフサイクルコ
ストの縮減が図れた。

⑤将来性について

説
明

橋梁長寿命化修繕計画（H24年策
定）により、予防的な修繕計画及び
計画的な架替えへと政策転換を図
るとともに、橋梁の修繕及び架替え
に係る費用の縮減を図る。

幹線道路等の橋梁の長寿命化を図
り、安全で円滑な交通を確保する。

橋梁長寿命化は、国の推進する事
業である。また、交付金事業である
ため橋梁長寿命化修繕計画により
実施する。

橋梁の長寿命化修繕工事を、30年
計画で実施する事により、年度費用
を平準化するとともに、ライフサイク
ルコストを縮減する。

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、
修繕工事を実施し、安全で円滑な
交通を確保する。

事業全体概要 R２年度事業詳細

社会資本整備総合交付金事業を活用し、老朽化した橋長15ｍ以上の橋梁34箇所について、平
成24年度に作成した橋梁長寿命化修繕計画に基づき、計画的に事業を実施することにより、年
度費用を平準化し、ライフサイクルコストの縮減を図るとともに、長寿命化修繕工事により安全
で円滑な交通を確保する。

○橋梁長寿命化計画に基づく橋梁修繕
橋梁詳細設計業務委託（1橋：外宮橋）      3,400千円
橋梁補修工事積算業務委託（2橋：保育園橋、生津大橋）　　3,500千円
橋梁補修工事（2橋：保育園橋、生津大橋）　　12,500千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

橋梁長寿命化修繕事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

19,400 千円

主な事業名 橋梁長寿命化修繕事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 3 年度 122,000 千円都市管理課
施　策　名 市内幹線道路・生活道路の整備

平成 24 年度

所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算

事業ヒアリングシート
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第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業

ＪＲ穂積駅周辺整備事業【創】【重】

所　　属

穂積駅圏域拠点整備課

施　策　名

主な事業名

基本目標２①　（２）駅周辺の活性化

R２年度事業予算事業全体予算

75,000

実　施　期　間

平成 896,371 千円

事業ヒアリングシート

～年度30

評価対象事業名 区　　　　分

年度-令和 千円

ＪＲ穂積駅圏域拠点化構想推進事業（基盤整備） 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細

　市及び圏域約15万人の玄関口であるＪＲ穂積駅周辺の魅力向上や活性化、利便性の向上、
交通結節点機能の強化、防災上危険な密集市街地の解消など、多様な課題に対応するため、
平成28年度に策定された「JR穂積駅圏域拠点化構想」に基づき、アクセス環境改善のため、道
路・街路、公共交通や地域と連携した駅前広場整備、都市基盤強化のための土地区画整理事
業等の市街地開発事業などにより、安全・安心で快適な、魅力と活力あふれるＪＲ穂積駅周辺
地域の形成を図る。

 地元との合意形成を図りつつ、より具体的な計画の作成を行うための現地の測量調査や、予備
設計を実施する。

◆ R2事業費　75,000千円
◯ 基準点、水準点、現地測量   31,000千円
◯ 道路・交差点等予備設計　　 38,000千円
◯ 事業評価　         　　　　　 　　　6,000千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

第2次総合計画における重点施策に位
置づけられており、「ＪＲ穂積駅圏域拠点
化構想」のロードマップに基づき事業を
推進する。

市の玄関口であるＪＲ穂積駅周辺の魅
力の向上や活性化、公共交通の利便性
向上等を図ることにより、「まちの顔」とし
てふさわしい多様な機能が集積する「都
市拠点」の形成が図られる。

拠点化構想を実現するため、目標とす
べき時期（短期・中期・長期）が示され
た。そのロードマップに基づき、各種事
業を着実に実施していく必要がある。

拠点化構想に基づき、社会福祉・産業・
教育・都市基盤等の様々な施策を一体
的に進めることで、瑞穂市の魅力の増
加、人口減少の抑制、定住・移住施策の
推進等、多方面への相乗効果が期待で
きる。

駅周辺整備に関連する様々な施策を計
画的に進めることで、駅周辺の魅力の再
生・創出はもとより市全体の魅力の底上
げに大きく貢献し、若い世代の転出抑制
や子育て世代の定着等、将来に向けた
市の活性化や活力維持が期待できる。

評
価

A A A A A
「ＪＲ穂積駅圏域拠点化構想」の
ロードマップに基づき実施されてい
る。

都市計画等の専門的分野について
研究会からの報告書（提言）を受け
て、実現に向けた計画策定検討を
進めている。

関係機関との協議に時間を要しており、
地元との合意形成にも、時間を要するこ
とが想定されるが、引き続きソフト事業と
連携を図り、積極的に事業を推進する必
要がある。

駅周辺事業に関連するソフト施策と
連携し進めることが出来た。

圏域のプラットホームとしてあるべき
姿の提言を受け、駅周辺の都市基
盤整備に関する方向性が示され
た。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 ・市民との合意形成が必要である。
・都市計画決定等、事業実施に向けた関係機関との調整・協議が必要。
・ソフト事業及びハード事業が連携して推進する必要がある。
・市財政規模に応じた事業の選定が必要

30
実
績

まちづくり基本調査
調査地区の設定、基本構想、実現方策の検討

決
算

19,440
千
円

19,440

目標の設定

31
計
画

まちづくり事業調査
基本計画の作成、交通量調査・推計

決
算
見
込

31,931
千
円

31,931
拠点化構想に位置付けられたロードマップに基づき、令和2年（2020年）ま
でに具体的な整備方針を明確にし、令和7年（2025年）までに駅北口を中
心とした一部整備の完了や事業の見える化を図る。

14,0002
計
画

まちづくり事業調査
現地測量、道路・交差点等予備設計、事業評価

概
算

75,000
千
円

61,000 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

まちづくり促進調査
事業促進調査、説明会等、事業計画書作成

概
算

400,000
千
円

3,667 396,333

(R4までの事業費)
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Ｒ２
60.00%60.00% 60.00%

64.00% 55.10% 60.70%

美江寺宿・中山道の魅力度の向上

年度
目標
結果

H28
40.00%
43.70%

H29 H30 H31

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 Ｒ２年度事業予算

－ 千円商工農政観光課
施　策　名 地域資源のブランド創出・魅力向上

平成 28 年度 2,700 千円

主な事業名 （仮）地域ブランド戦略推進事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 平成 年度

美江寺宿 ・ 中山道の地域資源の活用 ・ ＰＲ事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細

岐阜の宝ものとして認定されている中山道（美江寺宿・小簾紅園等）の魅力おこしと積極的な活用を
推進する。また、一層の知名度・認知度の向上を図り、魅力ある観光地域づくりのために、沿道施設
の整備、特色のある歩道や散策路などの面的整備を実施するとともに小簾紅園の活用度を高める
ためのソフト事業を実施する。

美江寺宿場まつり補助金　      　 １，５００，０００円
中山道カバープランツ苗代　　　　　  ８００，０００円
小簾紅園有人化試験事業　　　　　　 4００，０００円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

地域資源である中山道の知名度・
認知度の向上を図るため、現状を
把握した中での総合的な計画を策
定し、方向性を明確化する。

市の地域資源を対外的に周知して
いくことは、市の活性化につながる
ものであり、当事業への取組は必
要である。

まち・ひと・しごと創生総合戦略に基
づく交流・にぎわいを生み出す事業
として必要である。

県内にある中山道１７宿との連携を
とる中で、市内にある地域資源をＰ
Ｒすることができる。

魅力ある観光地域づくりをもって観
光客誘致を図ることは、市の活性化
につながる。

評
価

A A A A B
小簾紅園の整備・中山道大月地内のｶﾊﾞｰﾌﾟﾗ
ﾝﾂ事業など、中山道の魅力とまちの活性化の
向上をさせるため事業を進めている。また、美
江寺宿の認知度の向上を図るため美江寺ま
つりへの補助を行っている。

地域資源である美江寺宿について
の認知度は、昨年度より５．４％上
昇、魅力度も５．６％上昇した。

予定していた計画通り事業を実施
できている。

小簾紅園整備工事について、ふる
さと応援基金・遺跡和宮公園維持
管理基金・県補助金を活用して事
業を進めている。

地域資源である中山道の認知度を
向上させるため、整備計画をもとに
事業を進めていく必要がある。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 ・観光行政の最終目的は、地域にお金が落ち、経済活動が成り立つことであるため、一時的なｲﾍﾞ
ﾝﾄ補助や点の整備を行っても、集客を求めることはできないため線・面的計画をたて整備する必
要がある。
・宿場まつり補助につき、Ｒ２年度より生涯学習課へ戻す予定だったが、観光的要素の強いイベン
トであるため、中山道（観光）の位置づけとして継続する方が良いと考える。30 実績

地域資源観光活性化事業補助金（美江寺宿場祭り）
中山道案内標識設置工事費、瑞穂市ＰＲ事業費

決
算

9,873
千
円

2,299 137 7,437

目標の設定

31 計画
地域資源観光活性化事業補助金（美江寺宿場祭り）
美江寺宿 ・ 中山道の地域資源の活用 ・ ＰＲ事業

決
算
見
込

40,072
千
円

小簾紅園休憩所の活用に関する指摘（H31）

12,900 3,250 84 23,838

84

千
円

60.00%

2 計画
地域資源観光活性化事業補助金（美江寺宿場祭り）
美江寺宿 ・ 中山道の地域資源の活用 ・ ＰＲ事業

概
算

2,700
千
円

2,616 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3 計画
地域資源観光活性化事業補助金（美江寺宿場祭り）
美江寺宿 ・ 中山道の地域資源の活用 ・ ＰＲ事業

概
算

2,700 84 2,616
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 Ｒ２年度事業予算

- 千円商工農政観光課
施　策　名

令和 2 年度 0 千円

主な事業名

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度

循環型地域振興券の発行 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細

市民へ給付する補助金等を、市内事業者での利用に限定した地域振興券に替えて給付することによ
り、地域経済の活性化と消費喚起を図ることを目的とするもの。

R2年度は、庁内で地域振興券の対象となりうる市単独事業の選定を行い、関係団体等と調整し
た上で、R3年度から地域振興券に転換した事業に移行する。

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

R2年度は事業実施の可否見極め、
R３年度は試験実施と制度見直し、
R４年度より本格実施を行う。

現金に替えて地域振興券を交付す
ることにより、市内での消費喚起と
地域経済の活性化を図ることがで
きる。

消費増税に対する国の支援が限定
される中で、当事業を恒常的に行う
ことでその影響を抑え、地域経済の
発展を目指すもの。

効率性を上げるためには、一定規
模以上の発行額を確保し、地域振
興券の発行等にかかる事務経費の
割合を小さくすることが必要である。

将来的には効果を検証し、対象事
業の再編を検討する。

評
価

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 ある程度の規模の発行額が無いと事業者からの協力も得られに
くく、また事務費がかさむ事業となるため、対象とする事業の確保
が必要である。

30 実績
決
算

0
千
円

0

目標の設定

31 計画 他市町の事例調査、制度概要設計
決
算

0
千
円

0
他自治体事例を参考にし、対象事業を順次拡充し、最終的には、
年間当たりの発行総額50,000千円以上を目指したい。

2 計画
対象事業選定、制度詳細設計、関係機関との調
整、関係例規整備

概
算

0
千
円

0 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3 計画 地域振興券事業を試験実施
概
算

未定
千
円

未定
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施策名

主な事業名

汚水処理施設の整備

浄化槽設置整備事業
1,009,413

事業ヒアリングシート
所　　属 第2次総合計画「実施計画」に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算

千円 112,839環境課 平成 26 年度 ～ 5令和 年度 千円

評価対象事業名 区　　　　分

浄化槽設置整備事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R2年度　事業詳細
　下水道が普及していない地域において、浄化槽整備に係る補助金を交付するもの。 R2年度事業費　　112,839千円

　浄化槽設置整備事業補助金　　112,778千円
　　　            浄化槽設置基数　　259基
       　　　　　　　５人槽　　332千円 *120基　＝　39,840千円
       　　　　　　　７人槽　　414千円 * 100基　＝  41,400千円
　       　　　　　１０人槽　　548千円 *  13基　＝    7,124千円
       　　　　　　２０人槽　　939千円 *  10基　＝    9,390千円
       　　　　　　３０人槽　　939千円 *    8基　＝   7,512千円
　       　　　　　５０人槽　　939千円 *　  8基　＝    7,512千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

　国県補助金のメニュー（循環型
社会形成推進交付金事業）として
５カ年計画に基づき事業を行って
いる。

　下水道が普及していない地域におい
ては、浄化槽を設置することとなる。
下水道接続世帯との均衡を図るため
交付している。

　令和２年度～令和６年度
（下水道設備の整備計画と調整を
図りながら、５年毎に計画を更新）

　下水道が普及していない地域に
おいては、効果はある。
　税等を滞納している者には補助し
ない。
　国県の補助メニューであり、下水
道の普及率によって、この補助金を
使うかどうか変わってくる。

　下水道の普及が進めば、自ずか
ら縮小していくこととなる。なお、平
成24年4月1日から大口の人槽につ
いて、上限を設ける要綱を施行し
た。令和２年度からは合併浄化槽
の更新は国の要綱に沿って補助対
象外とするよう市要綱を見直す。

評
価

A A A A B

5ヵ年計画に基づき事業が行えて
いる。

　下水道に接続できない場合は、浄化
槽を設置することとなる。

　申請随時 　国県の補助メニューであり、市の
持ち出しも必然である。

　下水道の普及状況によって、今後
の補助金総支出額も変わってくる。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 　国の財源が確保される限り、継続されていく事業である。下水道
事業が始まれば計画区域との調整が必要となる。

30
実
績

浄化槽整備にかかる補助金を交付
決
算

84,510
千
円

66,757 17,753

目標の設定

31
計
画

浄化槽整備にかかる補助金を交付

決
算
見
込

112,839
千
円

75,233 37,606
汚水衛生処理率
　　R5年度　61.2％

75,2332
計
画

浄化槽整備にかかる補助金を交付
概
算

112,839
千
円

37,606 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

浄化槽整備にかかる補助金を交付
概
算

112,839
千
円

75,233 37,606
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R２年度事業予算

210,400 千円環境課
施　策　名

令和 2 年度 14,160 千円

主な事業名

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 18 年度

もとす広域連合衛生施設整備基金積立負担金 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細

もとす広域連合衛生施設長寿命化総合計画に基づき施設整備を行って行く。
２市１町のし尿、浄化槽、コミプラ等、汚水汚泥の処理施設として利用している。来年度、設備の
大規模改修工事を行うが、１６年後には施設更新時期を迎えるため、その工事費用を「もとす広
域連合目的基金」として積み立てていく。その基金積み立てのため、構成市として市の負担金を
拠出する事業である。

R2年度事業費　　14,160千円
　
　施設整備目的基金負担金　14,160千円（現時点。毎年同額）

　　もとす広域連合衛生施設更新総事業費462,000千円
　　基金積立期間R２年度～R１６年度
　　瑞穂市の衛生施設負担金１５年間で210,400千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

「もとす広域連合衛生施設長寿命
化総合計画」にて施設整備を行い、
今後も使用していく。

し尿、浄化槽、コミプラ等、汚水汚
泥の処理を行う衛生施設であり、公
益性がある。

循環型社会形成推進地域計画で
設備の長寿命化を行い、基金は施
設の一斉更新費用として積み立て
が必要。

衛生施設として使用していることか
ら、維持管理は必要不可欠。

長寿命化を行ったうえで施設更新
を行うことは、継続的にし尿処理を
行うことが期待できる。

評
価

A A A A A
循環型社会形成推進地域計画で
衛生施設として位置付けられ、継続
して使用できる。

瑞穂市で発生するし尿の処理を
行っている。

施設の一斉更新には巨額の費用
が必要なため、基金の積み立てが
必要。

長寿命化を行ったうえでの、施設更
新は費用削減で効果がある。

し尿を処理する施設は将来に渡り
必要である。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 工事費が現状の試算で見積と各搬入量を見込んでいるため、積
立案も将来見直す必要がある。

30
実
績

決
算

千
円

0

目標の設定

31
計
画

決

算

見

込

千
円

0
広域連合の令和元年度試算で令和１6年度までの積立額は１５年
間の２市１町で基金積立の負担金合計392,900千円。瑞穂市の15
年間の基金負担金合計210,400千円

2
計
画

目的基金負担金
概
算

14,160
千
円

14,160 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

目的基金負担金
概
算

14,160
千
円

14,160
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253,500 25,200

5,050 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

なし

3
計
画

下水道管路詳細設計業務委託
下水処理場基本設計及び詳細設計
下水管路工事

概
算

501,100
千
円

222,400

2
計
画

下水管路設計のための地質調査業務委託
下水処理場用地測量
官民連携手法の検討業務委託

概
算

100,000
千
円

2,750
令和２年度　官民連携手法導入検討
令和３年度　官民連携事業の実施開始
令和８年度　一部供用開始

28,000 66,950

7,808

目標の設定

31
計
画

下水道法第４条事業計画協議
都市計画法第５９条事業計画認可申請
下水道事業費用効果算定業務委託

決
算
見
込

2,750
千
円

一財 ・下水処理場用地の確保
・早期下水道整備が必要な地域の対応

30
実
績

下水道法事業計画協議及び都市計画法事業計画認
可申請図書修正業務委託（繰越契約）

決
算

7,808
千
円

　将来、公共下水道の供用開始後、事
業効果を早期に発揮させるためには、
多くの排水設備の接続が不可欠であ
り、事業開始前の段階から市民に対し
て、下水道利用に関する積極的な情報
発信を行っている。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

B A D A A
　都市計画決定に当り、パブリックコメン
ト、都市計画公聴会及び図書の法定縦
覧に伴う意見募集を行い、岐阜県知事
との協議を行った。また、下水道計画の
情報公開も積極的に行っている。
下水処理場用地交渉の進捗が遅い。

　上位計画に基づき、都市計画、水環
境、汚水処理施設整備の効率性、市街
地の浸水防除などから公共下水道事業
は非常に公益性が高い。

　公共下水道の事業着手には、下水処
理場用地の確保が必要であるが、予定
より進まなかった。

　汚水処理施設整備計画は、現在の公
共下水道と浄化槽を組み合わせた方法
が最も効率的であり、すべてを浄化槽
区域とした場合には、長期的な財政負
担、水環境、公平性、宅地開発の観点
から課題が多く、現計画が最も合理性
が高い。

⑤将来性について

説
明

　瑞穂市上下水道審議会の「今後の汚
水処理施設整備のあり方」の答申に基
づき、瑞穂市下水道基本構想及び瑞穂
市公共下水道全体計画を策定し、市民
向けの「公共下水道等現状説明会」を
開催し事業を進めている。また、平成２
７年４月に公共下水道の都市計画を
行った。

　都市計画法第１１条及び第１３条の規
定に基づき事業を進めている。
　岐阜都市計画マスタープランや流域
別下水道整備総合計画といった上位計
画との整合を図っている。

　公共用水域の水質汚濁や宅地開発
事業の増加に伴い、公共下水道整備が
急務である。
　また、国は汚水処理施設備を令和８
年度までに概成させることを目指してお
り、そのためにも早急に事業着手する
必要がある。

　国土交通省、農林水産省及び環境省
３省合同での「効率的な汚水処理施設
整備のための都道府県構想マニュア
ル」に基づいた経済比較で、汚水処理
施設として公共下水道が効率的となる
区域を計画区域としている。

　汚水処理施設にかかる維持管理の費
用効果、公共用水域の水質保全及び
各地域の施設間の公平性、宅地開発
における汚水処理施設整備の効率性な
どから市街化区域には公共下水道は
欠くことのできない施設である。

事業全体概要 R２年度事業詳細

瑞穂市公共下水道（瑞穂処理区）
　全体計画面積　１２８６．５ha
　（市街化区域１，１５０．５ha　市街化調整区域６９．４ha　準都市計画区域６６．６ha）
　事業期間　令和２年度～令和４３年度
　計画人口　５１，０５６人

　計画汚水量　１９，５６６ｍ
3
/日最大

　全体建設費　３６，９８２，０００千円

令和２年度
　管路設計のための地質調査　Ｎ＝６０箇所
　下水処理場用地測量　Ａ＝４２，０００k㎡
　官民連携手法の検討　Ｎ＝１式

、

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

瑞穂市公共下水道（瑞穂処理区）事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

100,000 千円

主な事業名 公共下水道事業【重】

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 43 年度 36,982,000 千円下水道課
施　策　名 汚水処理施設整備

令和 2 年度

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 令和2年度事業予算

36,492 千円教育総務課
施　策　名

平成 31 年度 5,000 千円

主な事業名

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 2 年度

放課後児童クラブ等防犯カメラ設置事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 令和2年度事業詳細

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

・施設内における犯罪等の抑制を目
的とし、保育施設から順次整備を行
う。

・防犯カメラを設置し犯罪を未然に
防止することにより、より安全・安心
な保育環境等の整備を図る。

・穂積北中の不審者侵入等の発生
事案に対し、各施設において早期に
実施することが対策上望ましい。

・一括発注により資機材の単価が安
価となり事業費が抑えられる。

・施設内における犯罪等の抑制がで
き、安全・安心な保育環境が保たれ
る。

評
価

A A A A A
保育所及び学校に集中モニター付
き防犯カメラ76台を整備した。

来訪者を事前に確認できる。 ②に同じ 契約を行い、保育所、小中学校に整
備することができた。

②に同じ

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財

30
実
績

決
算

千
円

0

目標の設定

31
計
画

保育施設・小学校施設防犯カメラ設置工事

決
算
見
込

31,492
千
円

30,100 1,392
Ｈ31　保育所、小・中学校整備率　100％
R2　放課後児童クラブ等整備率　100％

2
計
画

放課後児童クラブ等施設防犯カメラ設置工事
概
算

5,000
千
円

計
画

概
算

千
円

・平成31年度において、保育所及び小学校内における防犯のため防犯カメラ設置（76台)を実施
し、安全・安心な環境を整備した。
・引き続き、牛牧・南放課後児童クラブ、教育支援センターついては、学校等の施設外にて開設し
ている、また冬季には周辺が暗くなるため設置をする。

・牛牧放課後児童クラブ　3台
・南放課後児童クラブ　　3台
・教育支援センター　3台
　150万*3箇所*1.1≒5,000千円

0

5,000 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 令和2年度事業予算

27,000 千円教育総務課
施　策　名 学校施設の長寿命化事業

令和 2 年度 17,000 千円

主な事業名 学校施設大規模改修事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 3 年度

学校及び保育施設長寿命化計画策定事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 令和2年度事業詳細
平成25年に策定された「インフラ長寿命化基本計画」において、平成32年頃までに各施設ごとの
長寿命化計画を作成することが求められたため、瑞穂市においても市内小中学校の老朽化（長
寿命化）対策として、平成24年度に策定した小中学校等施設維持管理計画も参考に校舎等を常
に安全で快適な教育施設として整備するための長寿命化計画の策定を行うもの。

令和2年度
・長寿命化計画策定業務【小学校・中学校。幼稚園（調査除く）】　　　 　　 　17,000千円
令和3年度
・長寿命化計画策定業務【（保育所（調査2園除く）・支援セ・放課後児】　　 　10,000千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

・施設管理計画策定（Ｈ２４）
・施設管理計画見直し（H３１）
・教育委員会、議会説明
・予算要望

・老朽化に伴う園舎等の長寿命化を
図ることができる。

・概ね令和2年ごろまでに計画策定するこ
とと規定されているため、既存の小中学
校等施設維持管理計画も参考にしなが
ら施設管理計画を見直し、新たな長寿命
化計画の策定を令和2年度に行うもの。

・施設管理計画を見直し、改修時期
を箇所付けすることにより、緊急的
な施設対応が少なくなり、予算の平
準化も見込める。

・施設管理計画により改修時期を箇
所付けすることにより、緊急的な施
設対応でなく予防的な施設改修がで
きる。

評
価

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 ・計画策定後の施設整備に伴う財源確保。
・3年に1度、建築基準法第12条による検査を行う必要がある。

30
実
績

決
算

千
円

0

目標の設定

31
計
画

決
算
見
込

千
円

0
・長寿命化計画に沿った、計画的な安全で快適な施設整備。

2
計
画

・学校施設長寿命化計画策定（幼・小・中学校）
概
算

17,000
千
円

17,000 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

・学校施設長寿命化計画策定（保・支援・放課後）
概
算

10,000
千
円

10,000
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 令和2年度事業予算

千円教育総務課
施　策　名 預かり施設の拡充・体制整備

令和 2 年度 9,600 千円

主な事業名 預かり施設の拡充・体制整備事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 4 年度

公私連携型保育所事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 令和2年度事業詳細
・保育所・幼稚園整備方針に基づき、公私連携型保育所を設置をする。

保育所・幼稚園整備方針
　全小校区に保育所を設置

【財源】　用地取得に関して補助なし

・公私連携型保育所を設置するための候補地選定、測量、開発許可等業務及び土地鑑定、地権者交渉を
行う。
・土地鑑定　600千円、土地測量4,000千円、その他5,000千円　ほか

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

・保育所・幼稚園整備方針策定(平
成28年9月)
・教育員会、議会で方針として説明

・方針どおり、市内全小校区に保育
所を設置することにより、子育て環
境に加え、地域での連携や小学校
へのスムーズなつなぎができ、安心
な子育てができる。

・土地の地理的条件や地権者との
交渉等があるため時期には制約は
あるが、待機児童の発生が予想さ
れる環境のため早急に進める必要
がある。

・方針どおり、市内全小校区に保育
所を設置することにより、子育て環
境に加え、地域での連携や小学校
へのスムーズなつなぎができ、安心
な子育てができる。

・市内全小校区に保育所を設置す
ることにより、子育て支援に加え、
地域での連携や小学校へのスムー
ズなつなぎができてくる。

評
価

A A B A A
小学校区毎に整備できるよう候補
地の選定作業を進めた。

①に同じ ①に同じ ①に同じ 待機児童の解消、子育て支援対策
として有用な事業。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財

30
実
績

・候補地選定
決
算

0
千
円

0

31
計
画

・候補地選定

決
算
見
込

0
千
円

0

9,600
計
画

・候補地選定、・土地鑑定
・用地測量、・設計業務

概
算

9,600
千
円 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

・用地購入、・登記業務
・各種申請業務

概
算

千
円

2

目標の設定

・待機児童ゼロの市を目指し、各校区すべてに保育所を設置す
る。

・保育所・幼稚園整備方針の具現化
・地理的条件や地権者との交渉
・造成工事については、公私連携時の契約とするか（事業費未
入）
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教育総務課

穂積中学校グラウンド整備事業

主な事業名

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 令和2年度事業予算

安全・安心で快適な教育環境の整備
平成 24 年度 4,000256,689 千円 千円

穂積中学校グラウンド整備事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 5 年度

施　策　名

新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 令和2年度事業詳細

・市内３中学校の校舎、体育館、プール等、常に安全で快適な施設として整備を図る。 経　緯　Ｈ24.12　用地（池）購入　38,807千円　（6,361㎡）
　　　　　Ｈ25　埋立調査、測量設計
　　　　　Ｈ26　地元説明会（2回開催）　埋立工事　※国、県より残土搬入
　　　　　Ｈ27　テニスコート設計
計　画　Ｈ30　テニスコート整備（学校専用テニスコート(5面）、駐車場）、近隣建物補償費
　　　　　H31テニスコート測量、登記
　　　　　R2　運動場の測量、境界確定等
　　　　　R3　運動場の拡張工事設計
　　　　　R4　運動場の拡張工事（既設テニスコートの撤去）

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

・予算措置（用地購入）
・教育委員会意見聴取
※安全確保において市長へ意見
・予算措置（埋立工事）
・教育委員会意見聴取
・地元説明会（２回）

将来の生徒数増加に伴うグラウンド
拡張ができる。

テニスコートを移設できたことによ
り、グラウンド整備が可能となった。

校舎北側にテニスコートを整備した
ことにより、現在ある南側のテニス
コートを移設しグラウンドを拡張す
ることができる。

将来増加する生徒数に対して、グラ
ウンドを拡張することができる。

評
価

A A A A A
クラブハウス、トイレを配した５面の
コートを持つ生徒用テニスコートを
整備した。

学校敷地の拡充 手狭となっているグランドの早期解
消

②と同じ テニスコート使用時の道路横断の
安全性を図る

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 南側テニスコート撤去によるグランドの配置、高低の検討

30
実
績

・テニスコート整備工事
・テニスコート整備工事監理

決
算

245,389
千
円

245,389

目標の設定

31
計
画

・テニスコート測量、登記

決
算
見
込

300
千
円

300
運動場拡張工事の早期着工

4,000

千
円

2
計
画

・運動場測量、境界確定等
概
算

4,000
千
円

7,000

監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

・運動場拡張工事設計
概
算

7,000
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43,163

43,163 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

学校給食費の助成
概
算

43,163
千
円

2
計
画

学校給食費の助成
概
算

43,163
千
円

0
R2　事業実施
R4　事業の評価・見直し

0

目標の設定

31
計
画

決
算
見
込

千
円

一財 子育て支援のため、事業が継続することが望ましいが、財源の確
保などの関係もあることから、実施から3年後を目途に事業規模な
ど、評価・見直しを行う必要がある。

30
実
績

決
算

千
円

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

⑤将来性について

説
明

公平で誰から見ても分かりやすく、
事務作業も煩雑とならない助成制
度となるよう計画しなければならな
い。

保護者の経済的負担を軽減するこ
とができ、子供たちにも給食費相当
額の食材を等しく提供することがで
きる。

市長の政策であり、当該事業に対
する保護者の期待度も高いことか
ら、早期に実施することが望まし
い。

給食費の助成と一般会計経理の移
行を合わせて実施することにより、
より公平で合理的な給食事業運営
をすることができる。

一時的な助成ではなく、継続して助
成していくことが、将来の瑞穂市を
支える子供たちの健全育成につな
がる。

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細

子育てする保護者の経済的負担を軽減し、子育て支援の拡充に資するため、市内小中学校に
通う児童生徒の学校給食費の一部を一律に助成する。これを契機に、現在、特別会計で経理し
ている給食事業を、一般会計での経理に移行し、より公平、合理的な給食事業運営を行う。
給食費（月額）　・小学生　4,020円
　　　　　　　　　　・中学生　4,740円
　　　　　　　　　　・〃3年生3月　2,320円

【給食費の助成率：20％】
（小学生）3,423人*720円*11月＝27,110,160円
（中学生）1・2年生　1,110人*940円*11月＝11,477,400円
　　　　　　3年生（4月から2月）466人*940円*10月＝4,380,400円
　　　　　　3年生（3月）466人*420円*1月＝195,720円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

学校給食費の助成事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

43,163 千円

主な事業名

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度 43,163 千円給食センター
施　策　名

令和 2 年度

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 Ｒ２年度事業予算
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R２年度事業予算

ＡＬＴ派遣事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

45,154 千円

主な事業名 英語教育推進事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度 千円学校教育課
施　策　名 グローバル化対応教育の推進

平成 18 年度

⑤将来性について

説
明

・派遣会社との連絡調整
・夏季休業日中の「ＡＬＴ　Ｅｎｇｌｉｓｈ
サロン」の計画、開催

児童生徒がネイティブな発音を聞
き、ALTとのやりとりの中でコミュニ
ケーション能力を育成していくことが
必要である。

2020年度から新学習指導要領が全
面実施となる。その中で、児童のコ
ミュニケーション能力の育成や英語
力の向上が求められている。そのた
めに、ALTの活用は必要不可欠で
ある。

各小中学校で、ＡＬＴが授業に入る
時間数を確実に確保できれば、コ
ミュニケーション能力の育成を図る
ことができる。

英語力の向上、国際社会で生きる
資質・能力を身に付けることは、今
後も、児童生徒にとって必要なこと
である。

事業全体概要 R２年度事業詳細

　2020年度から小学校３、４年生で「外国語活動」（週１時間）が、５、６年生で「英語科」（週２時
間）が全面実施となる。また中学校においても英語でのコミュニケーション能力の育成や英語力
の向上が求められている。そこで中学校３校に１人ずつのＡＬＴと、７小学校・１幼稚園・８保育所
に６人のＡＬＴ(計９人）を配置し、英語の指導補助や児童生徒とのコミュニケーションを通して、英
語教育の充実を図る。
　夏季休業中には、ＡＬＴを活用したＥｎｇｌｉｓｈサロンを市民対象に開催する。また、放課後児童ク
ラブを訪問して子どもたちと英語を使ったゲーム等を行う。

ＡＬＴ派遣会社にＡＬＴ派遣を委託
○ＡＬＴ配置　　下記の項目を含めた経費　４５，１４４千円
・中学校３校に各１人、７小学校・１幼稚園・８保育所で６人　…合計９人を配置
・派遣期間　年２００日程度　・ＡＬＴ給与、各種保険、交通費　・ＡＬＴ採用・管理経費
・カリキュラム、教具、教材費　・日本人スタッフ経費
○「ＡＬＴ　Ｅｎｇｌｉｓｈ　サロン」開催に係る消耗品費　　　１０千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　４５，１５４千円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

国際社会で生きる資質・能力を身に
付けるため、ＡＬＴを活用した外国語
教育を、今後も充実させていく必要
がある。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

B A A C A
各学校の実情に応じて派遣すること
ができた。一方、今年度より前倒し
で時数を増やした学校に対しては、
ＡＬＴの派遣回数が十分ではなかっ
た。

ＡＬＴと児童生徒が、会話やゲーム
を楽しむ中で英語に慣れ親しむこと
ができた。

ＡＬＴとの英語によるやりとりを通し
て、児童生徒のコミュニケーション
能力や英語力は高まっている。今
後も継続していく必要がある。

令和元年度までの体制では、新学
習指導要領の全面実施における外
国語活動と英語の時間数増への対
応は難しい。

一財 2020年度には、３、４年生で年間各３５時間の「外国語活動」、５、
６年生で各７０時間の「英語科」の実施となる。授業の充実と教職
員の英語指導力の向上に向け、より効果的なALTの活用につい
て検討する。30

実
績

ALTによるグローバル化対応教育の推進
決
算

21,602
千
円

21,602

目標の設定

31
計
画

ALTによるグローバル化対応教育の推進

決
算
見
込

26,794
千
円

26,794
市内に９人のＡＬＴを配置することで、新学習指導要領の全面実施に向け
た小学校の時数増に対応するとともに、児童生徒のコミュニケーション能
力育成の更なる充実を図る。夏季休業日中は、Ｅｎｇｌｉｓｈサロンの実施や、
放課後児童クラブでの活用を行う。

45,154 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

ALT（故バリ・アン・ロブソン氏）の欠勤に伴う報酬金の返戻金未済
分
155,704円→私債権のため時効期間10年（民法第167条第1項）※
平成28年4月から令和8年3月まで

3
計
画

ALTによるグローバル化対応教育の推進
概
算

45,154
千
円

2
計
画

ALTによるグローバル化対応教育の推進
概
算

45,154
千
円

45,154
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R２年度事業予算

学校運営協議会（コミュニティ・スクール）推進事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

1,160 千円

主な事業名 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）推進事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度 千円学校教育課
施　策　名 安全・安心な学校づくりの推進

平成 30 年度

⑤将来性について

説
明

瑞穂市教育振興基本計画に基づき、特
色ある学校づくりの推進を目的とした事
業である。令和元年度、市内すべての小
中学校をコミュニティ・スクールに指定
し、中学校区ごとに学校運営協議会を設
置した。

学校運営協議会を推進することで、保護
者、地域住民も子どもたちの教育の当
事者となり、地域と一体となって特色あ
る学校づくりを進めていくことができる。

複雑化・多様化している学校現場の課
題等を解決し、子どもたちの教育環境を
充実させるためには、地域住民等の協
力を得ていくことが重要である。

学校運営協議会において、子どもたちの
教育を地域ぐるみで考え、実践すること
で、地域の声を生かした９年間を見通し
た教育が実現できる。

保護者、地域住民等が学校運営に参画
することが、子どもたちの学びや体験を
充実させることにつながる。

事業全体概要 R２年度事業詳細

平成２７年１２月、中央教育審議会で「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地
域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について」の答申が示された。瑞穂市では、令和元
年度より市内小中学校をコミュニティ・スクールに指定した。学校が地域住民等と目標やビジョン
を共有し、地域と一体となって子どもたちを育む「地域とともにある学校づくり」を推進する。

＜学校運営協議会の支援＞
・学校運営協議会委員の委嘱
・学校支援ボランティアの募集
＜予算＞
・学校運営協議会及び小学校協議会運営費
　１協議会 100,000円*10協議会　1000,000円
・学校支援ボランティア保険料　800円*200人　160,000円

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

学校や地域の実情に応じて学校支援ボ
ランティアを募集し、子どもたちの教育を
応援する部会の活動を充実させたい。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

B A A B B
学校運営協議会がより実効的な組織と
なるよう、支援の具体的な方途を検討す
る必要がある。

保護者・地域住民が学校運営の当事者
となることで、共に子どもたちを育てると
いう意識を醸成できる。

学校運営への必要な支援の在り方につ
いて協議を進めていく必要がある。

学校運営協議会に必要な部会を置き、
より実効的な取組を行いたい。

一財 学校運営協議会の組織はできたが、実働する組織を構築していく
必要がある。

30
実
績

学校運営協議会の設置準備
決
算

0
千
円

0

目標の設定

31
計
画

学校運営協議会の設置

決
算
見
込

1,600
千
円

1,600
学校支援ボランティアを組織化する。

1,160 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

学校運営協議会の支援
概
算

1,160
千
円

2
計
画

学校運営協議会の支援
概
算

1,160
千
円

1,160
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 Ｒ２年度事業予算

スクールロイヤー（学校内弁護士）活用事業 新規事業 主要施策 懸案事業
企画部長が

指定する事業 継続事業

360 千円

主な事業名

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 年度 千円学校教育課
施　策　名

令和 2 年度

⑤将来性について

説
明

令和元年度中にスクールロイヤー
の候補弁護士を選定し、令和２年度
から活用を開始する。
※事業の見送りもあり得る。「課題、
懸案、その他意見等」を参照。

スクールロイヤーの活用によりいじ
めなどの諸問題の効率的な解決を
図ることは、児童生徒が安心して学
校生活を送ることにつながる。よっ
て、公益性は高い。

いじめや虐待、児童生徒の問題行
動、保護者や地域住民への対応な
ど、学校が抱える諸問題は多様化・
複雑化しており、スクールロイヤー
制度の導入は急務である。

スクールロイヤーがもつ法律の専
門的な知識や経験を生かしていじ
めなどの諸問題の効率的な解決を
図ることができるため、合理的であ
る。

いじめや児童虐待、児童生徒の問
題行動、保護者や地域住民への対
応など、学校が抱える諸問題は減
少傾向が見られず、今後も対応が
必要である。

事業全体概要 Ｒ２年度事業詳細

学校において法的側面からのいじめ予防教育を行うとともに、諸課題の効率的な解決を図るた
め、スクールロイヤー（学校内弁護士）制度を導入・活用して、学校における相談体制の整備を
推進する。（いじめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関する調査研究）
スクールロイヤー制度導入の目的（文部科学省）
・法的側面からのいじめの予防教育・学校における法的相談への対応・法令に基づく対応の徹
底

スクールロイヤー（学校内弁護士）制度を導入・活用する。学校において法的側面から
のいじめ予防教育を行うとともに、諸課題の効率的な解決を図る。
スクールロイヤーの活用の流れ
・学校がスクールロイヤーに直接、相談する。依頼を受けたスクールロイヤーは該当
校に法的な助言を与える。（該当校は、学校教育課に事後報告する。）
顧問報酬（案）　毎月30,000円×12ヵ月＝360,000円
※事案ごとに費用は発生しない。

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

一財 文部科学省が令和２年度にスクールロイヤーを約３００人、全国配置する
方針である。文科省や県教委の動向を見つつ、本事業実施の有無につい
て判断する。

30
実
績

決
算

千
円

0

目標の設定

31
計
画

スクールロイヤー（学校内弁護士）と顧問契約を結
ぶ。

決
算
見
込

千
円

0
スクールロイヤーの活用により、法的見地を踏まえて諸問題の解
決を図り、関係する児童生徒の学校生活の安全が確保できるよう
にする。

360 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

スクールロイヤー（学校内弁護士）制度を導入・活用
して、学校における相談体制の整備を推進する。

概
算

360
千
円

2
計
画

スクールロイヤー（学校内弁護士）制度を導入・活用
して、学校における相談体制の整備を推進する。

概
算

360
千
円

360
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算

－ 千円幼児支援課
施　策　名 預かり施設の充実、体制整備

令和 1 年度 6,900 千円

主な事業名 子どもの預かり施設の拡大、体制整備事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 - 年度

放課後児童スクールの創設(民間活用）
　（放課後児童クラブの民間事業者による新設）

新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細
　5月1日現在の待機児童は0人、潜在待機児童28人で、そのうち穂積小校区は15人である。
　今度中に、本田小と穂積小体育館のミーティングルームを改修し、受け入れ施設の拡大を図っ
たが、預けたいという要求は多くあり、次年度も利用児童が増加すると見込まれるため、タクシー
送り届け事業も行いつつ、待機児童の解消を目指す。
　しかし同じ小学校区での利用を希望する保護者も多くいるため、要望に応えるべく、市内で開
設希望の民間事業者に対し、放課後児童クラブの開設補助を行う。

○子ども・子育て支援交付金の申請
　放課後児童健全育成事業
　放課後子ども環境整備事業（開設準備経費）
　放課後児童クラブ支援事業（賃借料補助）
　放課後児童クラブ送迎支援事業
　放課後児童支援員等処遇改善事業
　放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

　増え続ける放課後児童クラブ利用
希望者に対応するため、計画的に
事業を進める必要がある。

　近年の女性の就業率の上昇等によ
り、更なる共働き家庭の児童数の増加
が見込まれており、「小１の壁」を打破す
るとともに、保護者の不安を解消し、更
なる待機児童解消のため、市として支援
の必要な児への対応は必要である。

　今後さらに待機児童が増加するこ
とが予想されるため、受入施設の確
保は喫緊の課題。

待機児童解消策として即効性は高
い。

待機児童の解消。

評
価

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財 開設場所は現在選定中

30
実
績

放課後児童クラブの民間事業者への補助の検討
決
算

千
円

0

目標の設定

31
計
画

放課後児童クラブの民間事業者への補助の検討

決
算
見
込

0 0 0 0
待機児童解消

4,600 02
計
画

放課後児童クラブの民間事業者への補助の検討
放課後児童クラブの民間事業者による運営の推進

概
算

6,900
千
円

2,300 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

放課後児童クラブの民間事業者による運営の推進
概
算

6,400
千
円

4,280 0 2,120
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事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算

－ 千円幼児支援課
施　策　名 預かり施設の充実、体制整備

平成 31 年度 30 千円

主な事業名 子どもの預かり施設の拡大、体制整備事業

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 - 年度

待機児童解消に向けた取り組み（放課後児童クラブ送り届け支援） 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

事業全体概要 R２年度事業詳細
　近年、共働き家庭の増加で、放課後児童クラブ利用児童数の増加が見込まれている。
　当市の令和元年5月1日現在の待機児童は0人となったが、潜在待機児童は28人である。
　今年度中に、本田小と穂積小の体育館のミーティングルームを改修し、更なる受け入れ施策の
拡大を図ったが、次年度も利用児童が増加すると見込まれるため、受入施設の確保は喫緊の
課題であるが、幾つかのクラブでは、まだ受入施設に余裕がある。
　そのため、市内７つのクラブうち、受入施設に余裕があるクラブへタクシーを使って送り届ける
ことで対応する。

・潜在待機児童(本田小13人、穂積小15人）の発生している小学校や、待機児童の発生が見込
まれる生津小、南小から、タクシーを使い、受入施設に余裕のある、牛牧小、中小、西小の放課
後児童クラブへ送り届け、保育を行う。
・併せて、指導員確保も、広報みずほや市ホームページでの告知や、長期休業期間に限り、近
隣の大学へのアルバイト募集や、派遣会社の活用などの他、市独自で毎年「子育て支援員研
修」を開催し、放課後児童クラブで勤務する職員を養成し、そのまま就労に繋げていただけるよ
うに努める。

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について ⑤将来性について

説
明

　増え続ける放課後児童クラブ利用
希望者に対応するため、計画的に
事業を進める必要がある。

　近年の女性の就業率の上昇等によ
り、更なる共働き家庭の児童数の増加
が見込まれており、「小1の壁」を打破す
るとともに、保護者の不安を解消し、更
なる待機児童解消のため、市として支援
の必要な児への対応は必要である。

　今後さらに待機児童が増加するこ
とが予想されるため、受入施設の確
保は喫緊の課題。

　待機児童解消策として即効性は
高い。

待機児童の解消。

評
価

A A A A A
計画通り進めた。

参考(H31利用児童)
　本田小⇒西小：2人
　穂積小⇒中小：1人

　公益性は高い。
　保護者の、預けたいというニーズ
に応えることができる。

　緊急性は高い。
　今後も、待機児童の発生する恐れ
はあるため、引き続き施設の確保
が必要。

　利用児童が少ない小学校区の施
設も有効活用した。

　待機児童解消という目標が達成。
　今後も、潜在待機児童を無くすた
めに、引き続き受入施設の確保に
努める。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他 一財

30
実
績

決
算

千
円

0

目標の設定

31
計
画

　放課後児童クラブ送り届け支援事業

決
算
見
込

30
千
円

20 10
　待機児童の解消

202
計
画

　放課後児童クラブ送り届け支援事業
概
算

30
千
円

10 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

　放課後児童クラブ送り届け支援事業
概
算

30
千
円

20 10
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3
計
画

・記述内容の決定
・原稿の執筆、校正

概
算

5,989

5,989 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

5,989
千
円

2
計
画

・記述内容の決定
・原稿の執筆、校正

概
算

5,989
千
円

1,900

H３０　事務局発足に向けた準備・調査
R１　編纂の基本方針の決定・各種委員の委嘱・原稿の執筆
R２　原稿の執筆・校正・校了
R３　原稿の執筆・校正・校了
R４　入稿・印刷・製本・発刊・発送

463

目標の設定

1
計
画

・事務局の発足
・編纂の基本方針の決定
・監修者・編纂委員・執筆者の委嘱
・記述内容の決定
・原稿の執筆、校正

決
算
見
込

1,900
千
円

一財
市史編纂事業については、正確性・客観性の確保が極めて大切
であり、一定の期間をかけ、慎重に編纂していく必要がある。

30
実
績

・事務局の発足にむけた準備
決
算

463
千
円

文化財行政はもちろんのこと、他事
業においても大いに参考となる歴史
を記述したものである。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

A A A A A
当初計画のとおり、平成30年度に
は事務局発足に向けた準備を行
い、令和１年度は監修者等の委嘱
を行っている。

瑞穂市政の客観的な歴史を市民が
知り得る機会となり、公益性は高
い。

旧２町の町史発刊以降、４０年前後
の極めて長期間が経過しており、急
務の事業である。

市政２０周年の記念事業に合わせ
て瑞穂市史を完成させることで、効
率的に当該事業をPRすることがで
きる。

⑤将来性について

説
明

令和４年度の市制２０周年記念事
業の一環として通史編として市史を
刊行する。

瑞穂市政の動向を詳述する市史編
纂事業は今後の文化行政の基礎と
なるものである。
また、編纂事業を通じて、市民が市
の歴史を見直す機会となる。

旧２町の町史発刊以降、２町のその
後の町政や合併に至る経緯につい
て、瑞穂市の歴史として計画的に残
していく必要がある。

市制２０周年の記念事業として編纂
事業を推進することにより、市の歴
史を効率的にまとめることができ
る。

市史の編纂は、市民が瑞穂市の歴
史を振り返る機会となり、今後の文
化財行政の基礎的な資料となる。

事業全体概要 R2年度事業詳細

　瑞穂市制２０周年記念事業の一環として、瑞穂市史編纂事業を実施する。昭和５０年代におけ
る穂積町史、巣南町史の発刊に基づき、それ以降のそれぞれの町及び瑞穂市に至るまでの歴
史を行政資料等をもとに、史実に基づいて通史編第１巻としてまとめる。

・原稿の執筆、校正

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

市史編纂事業 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

5,989 千円

主な事業名 文化の伝承

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 4 年度 14,341 千円生涯学習課
施　策　名 瑞穂市の歴史・文化を活かしたまちづくり

平成 30 年度

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算
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158,300 52,000 840

860 監査指摘事項の対応（監査委員監査及び外部監査）

3
計
画

工事施工
概
算

211,140
千
円

2
計
画

工事施工
概
算

298,860
千
円

75,000 25,000 21,412
令和４年度の供用開始に合わせた多目的広場の整備計画

224,000 74,000

9,057

目標の設定

31
計
画

実施設計の作成及び工事施工

決
算
見
込

121,412
千
円

一財 供用開始後、近隣施設を含めた一体利用の検討
未取得用地の買収

30
実
績

基本計画等作成及び実施設計の作成
決
算

9,057
千
円

市のランドマーク的に整備すること
により、近隣施設の利用者も見込ま
れ、市内外から人が訪れ賑わいを
生み、将来性は高い。

年
度

事　業　内　容 事業費
財源内訳（千円） 課題、懸案、その他意見等

国・県 市債 基金 その他

評
価

A A B B B
実施設計作成、工事発注を行い供
用開始に向け工事着工ができた。

広く市民に利用していただくよう健
康増進及び遊具の選定を行った

工事積算業務を完了し工事の発注
をした。

年齢層、バリアフリー等を考慮した
遊具、健康遊具を選定し工事設計、
発注を行った

⑤将来性について

説
明

瑞穂市第２次総合計画に位置づけ 広く市民が利用できる多目的な広
場を整備することで、人と人とのふ
れあいや健康増進を図ることができ
る。

総合計画に位置づけられており、基
本計画が作成済みであるため早期
に設計を完了し着工する。

公園機能について検討し、市民に
とって有用となるよう整備していく。

近隣施設との一体利用を含め、たく
さんのかたが利用することで、コミュ
ニティや健康増進の中心的な役割
を果たす。

事業全体概要 R２年度事業詳細

（仮称）中山道大月多目的広場の整備工事が着工し、
令和２年度は施設整備、遊具等の設置を中心に施工する
令和３年度にはグラウンド、園路植栽整備などを中心に施工する。
令和４年度の供用開始を目指す。

遊具の設置を中心に基盤、施設整備を行う。
令和３年度は工事最終年度であるため、令和２年度の計画が持ち越さないよ
う計画的に進める。

評
価
項
目

①計画性について ②公益性について ③事業時期（緊急性）について ④合理性（効率性）について

多目的広場の整備 新規事業 主要施策 懸案事業
総務部長が

指定する事業 継続事業

298,860 千円

主な事業名 多目的広場の整備

評価対象事業名 区　　　　分

～ 令和 4 年度 640,469 千円生涯学習課
施　策　名 生涯学習施設の維持管理・活用

平成 28 年度

事業ヒアリングシート
所　　属 第２次総合計画 「実施計画」 に記載された事業 実　施　期　間 事業全体予算 R2年度事業予算
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